
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（仮称）名取市新学校給食共同調理場整備等事業 
 

 

事業契約書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

前  文 

 

名取市（以下、「市」という。）と株式会社名取学校給食サービス（以下、「事業者」

という。）は、本事業の実施に関して、次のとおり合意する。 

１ 事業名   （仮称）名取市新学校給食共同調理場整備等事業 

２ 事業の場所 名取市 

３ 契約期間  自 名取市議会における本契約議案の議決の日 

至 平成37年3月31日 

４ 契約金額  金7,073,073,129円 

（うち消費税及び地方消費税相当額  金320,521,667円） 

(１) 「施設整備費相当分」 

金2,527,953,248円（下記一時金及び割賦金の合計） 

ア 一時金353,025,000円 

（うち施設の整備業務に対するサービス購入費の一時金分336,214,286円） 

（うち消費税及び地方消費税相当額の一時金分16,810,714円） 

イ 割賦金2,174,928,248円 

（うち施設の整備業務に対するサービス購入費の割賦金分1,745,536,296円） 

（うち消費税及び地方消費税相当額の割賦金分87,276,810円） 

（うち施設の整備業務に関する金利支払額342,115,142円） 

(２) 「維持管理費相当分」 

金813,139,855円 

（うち施設の維持管理業務に対するサービス購入費774,418,947円） 

（うち消費税及び地方消費税相当額38,720,908円） 

(３) 「給食運営費相当分」 

金3,731,980,026円（下記固定料金及び変動料金の合計） 

ア 固定料金 

（うち給食の運営業務に対するサービス購入費の固定料金分2,714,306,711円） 

（うち消費税及び地方消費税相当額の固定料金分135,715,283円） 

イ 変動料金 

（うち給食の運営業務に対するサービス購入費の変動料金分839,960,080円） 

（うち消費税及び地方消費税相当額の変動料金分41,997,952円） 



  

５ 支払条件  本契約書に記載のとおり。 

６ 契約保証金 本契約書に記載のとおり。 

 

上記事業について、発注者である「市」と「事業者」とは、各々対等な立場における合

意に基づいて、次の条項によって事業契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行する

ものとする。 

本契約の証として、本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。 

なお、本契約は、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平

成11年法律第117号。その後の改正を含む。）第９条の規定により、名取市議会の議決を得

るまでは仮契約として取扱いその効力がないものとし、名取市議会の議決を得てはじめて

効力を生じるものとする。また、名取市議会の議決が得られなかった場合は、仮契約は将

来にわたってその効力を生じないものとする。 

 

 

平成２１年３月４日 

 

発 注 者 

 

名取市長 佐々木 一十郎 

 

 

事 業 者 

 

住    所  宮城県名取市増田字関下２０４番地１ 

商号又は名称  株式会社名取学校給食サービス 

代表者氏名  代表取締役  山本 徳憲 
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 （１） 

「市」と「事業者」は、（仮称）名取市新学校給食共同調理場整備等事業（以下、｢本事

業｣といい、第１条に定義する「本施設の整備業務」、「本施設の維持管理業務」、「給食

の運営業務」及びその他関連する業務から構成される。）に関して、以下のとおり、事業

契約（以下、「本契約」という。）をここに締結する。 

「市」と「事業者」は、「本契約」の規定のほか、「実施方針」、「入札説明書」及び

「要求水準書」（それぞれ第１条に定義する。）、並びに「入札説明書」に記載の「市」

の指定する様式に従い作成された「入札提案書類」及び「設計図書」（それぞれ第１条に

定義する。）に定める事項が適用されることをここに確認する。 

 

第１章 用語の定義 

 

（定義） 

第１条 「本契約」において使用する用語の定義は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(１) 「維持管理・運営期間」とは、「引渡予定日」の翌日（該当日が「市」の「閉庁

日」の場合は、その翌「開庁日」）から平成37年3月31日までの期間をいう。 

(２) 「維持管理者」とは、「本施設の維持管理業務」を担当する伊藤忠アーバンコミ

ュニティ株式会社及び同和興業株式会社をいう。 

(３) 「維持管理費相当分」とは、「サービス購入費」のうち、「本施設の維持管理業

務」の履行の対価として「市」から「事業者」に支払われる金員（「本施設の維持

管理業務」の対価及びこれに対する「消費税等」の総額（ただし、「本契約」中の

定めにより変更されることがある。）をいう。 

(４) 「運営者」とは、「給食の運営業務」を担当する株式会社東洋食品をいう。 

(５) 「開庁日」とは、「閉庁日」以外の日をいう。 

(６)  「基本協定書」とは、「本事業」に関し「市」と株式会社東洋食品､株式会社楠

山設計、鹿島道路株式会社、株式会社佐藤建設、伊藤忠アーバンコミュニティ株式

会社、同和興業株式会社、株式会社アイホー東京支店、東北アイホー調理機株式会

社及び三菱ＵＦＪリース株式会社をその構成員とし、株式会社東洋食品をその代表

者とする落札者東洋食品グループ（以下「民間事業者」という。）との間で平成21

年2月12日に締結された基本協定書をいう。 

(７) 「給食運営費相当分」とは、「サービス購入費」のうち、「給食の運営業務」の

履行の対価として「市」から「事業者」に支払われる金員（「給食の運営業務」の

対価及びこれに対する「消費税等」の総額（ただし、「本契約」中の定めにより変

更されることがある。）をいう。 

(８) 「給食の運営業務」とは、「入札説明書」Ⅱ １ (６) ３) 及び「要求水準書」

IVに規定する給食の運営等に係る以下の業務をいう。 

ア 食材検収補助業務 

イ 調理業務（下処理業務及び配缶業務を含む。また、最大 70人分のアレルギー

対応食を含む。） 



 （２） 

ウ 衛生管理業務 

エ 配送・回送業務 

オ 洗浄・残滓処理業務 

カ 運営備品調達業務（配送車両の調達及び維持管理を含む。） 

キ 開業準備業務 

ク 上記各項目に伴う各種申請等業務 

(９) 「建設期間」とは、「本件工事」に要する期間であり、「工事開始予定日」か

ら「引渡予定日」までの期間をいう。 

(10) 「建設者」とは、「本件工事」を担当する鹿島道路株式会社及び株式会社佐藤建

設をいう。 

(11) 「工事開始予定日」とは、第４条に規定する、「事業者」が作成し「市」に提

出する、「設計･建設期間」の設計、建設及び許認可取得時期等を含む全体スケジュ

ール表（以下、「全体スケジュール表」という。）において指定された「本件工事」

を開始する日をいう。 

(12) 「個人情報」とは、個人に関する情報で、特定の個人が識別され、又は識別さ

れ得るものをいう。ただし、法人その他の団体に関して記録された情報に含まれる

当該法人その他の団体の役員に関する情報、及び事業を営む個人の当該事業に関す

る情報は除く。 

(13) 「サービス購入費」とは、「本契約」に基づく「事業者」の債務履行に対し、

「市」が「事業者」に対して支払う対価をいい、「施設整備費相当分」、「維持管

理費相当分」及び「給食運営費相当分」により構成される。 

(14) 「事業年度」とは、「本契約」の「契約期間」中の各暦年の4月1日に始まり、

翌年の3月31日に終了する１年間をいう（ただし、初年度は「本契約」の効力発生日

から平成21年3月31日までをいう。）。 

(15) 「施設整備費相当分」とは、「サービス購入費」のうち、「本施設の整備業務」

の履行の対価として「市」から「事業者」に支払われる金員（「本施設の整備業務」

の対価元本、これに対する「消費税等」及びこれらに対する金利支払額を含む。）

の総額（ただし、「本契約」中の定めにより変更されることがある。）をいう。 

(16) 「実施方針」とは、「市」が「本事業」に関し平成20年７月23日に公表した（仮

称）名取市新学校給食共同調理場整備等事業に関する実施方針及び実施方針の公表

後に受け付けられた質問及びこれに対する「市」の回答を記載した書面をいう。 

(17) 「竣工」とは、「本施設の整備業務」が完了することをいう。 

(18) 「竣工図書」とは、「竣工」時に「事業者」が作成する一切の書類をいう。 

(19) 「消費税等」とは、消費税（消費税法（昭和63年法律第108号。その後の改正を

含む。）に定める税をいう。）及び地方消費税（地方税法（昭和25年法律第226号。

その後の改正を含む。）第２章第３節に定める税をいう。）をいう。 

(20) 「設計･建設期間」とは、「本施設」の整備に要する期間であり、「本契約」の

効力発生日から「引渡予定日」までの期間をいう。 
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(21) 「設計者」とは、「本施設」の設計を担当する株式会社楠山設計をいう。 

(22) 「設計図書」とは、「要求水準書」に基づき、「本施設」に関して「事業者」

が作成する「本施設」の設計に係る一切の書類をいう。（ただし、事業者が設計に

関して作成する内部文書は、設計図書には含まれない。） 

(23) 「入札金額」とは、「民間事業者」が「本事業」に関し入札時に提示した額を

いう。 

(24) 「入札説明書」とは、「市」が「本事業」に関し平成20年9月２日に公表した入

札説明書及び入札説明書の公表後に受け付けられた質問及びこれに対する「市」の

回答を記載した書面をいう。 

(25) 「入札提案書類」とは、「民間事業者」が「本事業」の入札手続において「市」

に提出した応募提案、「市」からの質問に対する回答書及びその他「民間事業者」

が「本契約」締結までに提出した一切の書類をいう。 

(26) 「引渡予定日」とは、平成22年７月26日又は「本契約」に基づいて変更された

場合には実際に引渡しがなされた日をいう。 

(27) 「不可抗力」とは、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地滑り、落盤、騒乱、暴

動、第三者の行為その他の自然的又は人為的な現象のうち通常の予見可能な範囲外

のもの（「設計図書」で水準が定められている場合にはその水準を超えるものに限

る。）であって、「市」及び「事業者」のいずれの責めにも帰さないものをいう。

ただし、「法令」の変更は、「不可抗力」に含まれないものとする。 

(28) 「閉庁日」とは、地方自治法（昭和22年法律第67号。その後の改正を含む。）第

４条の２に基づく「市」の休日をいう。 

(29) 「法令」とは、法律・命令・条例・政令・省令・規則、若しくは通達・行政指

導・ガイドライン、又は裁判所の判決・決定・命令・仲裁判断、若しくはその他公

的機関の定める一切の規定・判断・措置等をいう。 

(30) 「本件工事」とは、「本事業」に関し、「本施設」の「設計図書」に従った、

「本施設」の建設のための工事をいう。 

(31) 「本件土地」とは、「本施設」を設置し、及び「本施設」の維持管理を履行す

る場所をいう。 

(32) 「本施設」とは「本契約」、「要求水準書」、「入札説明書」、「入札提案書

類」及び「設計図書」に基づき「事業者」が調査、設計及び建設する、「市」の学

校給食共同調理場及びその他附帯施設等をいう。 

(33) 「本施設の維持管理及び給食の運営業務の開始予定日」とは、「引渡予定日」

の翌日をいう。 

(34) 「本施設の維持管理業務」とは、「入札説明書」Ⅱ １ (６) ２) 及び「要求水

準書」IIIに規定する「本施設」の維持管理に係る以下の業務をいう。 

ア 建築物保守管理業務（修繕業務を含む。） 

イ 建築設備保守管理業務（修繕業務を含む。） 

ウ 附帯施設保守管理業務（修繕業務を含む。） 
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エ 調理設備・食器食缶等・施設備品保守管理業務（調理設備の修繕業務、食器食

缶等の修繕・補充業務、施設備品の修繕業務を含む。） 

オ 清掃業務 

カ 警備業務 

キ 上記各項目に伴う各種申請等業務 

(35) 「本施設の整備業務」とは、「入札説明書」Ⅱ １ (６) １) 及び「要求水準書」

IIに規定する「本施設」の整備に係る以下の業務をいう。 

ア 調査業務及び関連業務 

イ 設計業務及び関連業務 

ウ 建設業務（附帯設備を含む。）及び関連業務 

エ 調理設備設置・食器食缶等調達業務 

オ 施設備品調達業務 

カ 工事監理業務 

キ 周辺家屋影響調査・対策 

ク 電波障害調査・対策 

ケ 近隣対応・対策 

コ 所有権移転業務 

サ 上記各項目に伴う各種申請等業務 

(36) 「要求水準書」とは、「市」が「本事業」に関し平成20年９月２日に公表した

（仮称）名取市新学校給食共同調理場整備等事業に関する要求水準書及び要求水準

書の公表後に受け付けられた質問及びこれに対する「市」の回答を記載した書面を

いう。 

(37) 「要求水準書等」とは、「本契約」、「基本協定書」、「入札説明書」、「要

求水準書」及び「入札提案書類」をいう。 

 

第２章 総則 

 

（目的） 

第２条 「本契約」は、「市」及び「事業者」が相互に協力し、「本事業」を円滑に実施

するために必要な一切の事項を定めることを目的とする。 

 

（公共性及び民間事業の趣旨の尊重） 

第３条 「事業者」は、「本事業」が教育機関である公共施設の整備事業として公共性を

有することを十分理解し、「本事業」の実施にあたっては、その趣旨を尊重するものと

する。 

２ 「市」は、「本事業」が「民間事業者」によって実施されることを十分理解し、その

趣旨を尊重するものとする。 
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（事業日程） 

第４条 「本事業」は、「全体スケジュール表」に従って実施される。 

２ 「事業者」は、「全体スケジュール表」を、「本契約」締結以後、速やかに「市」に

提出する。 

 

（「本事業」の概要） 

第５条 「本事業」は、「本施設の整備業務」、「本施設」の引渡及び所有権の「市」に

よる取得、「本施設の維持管理業務」、「給食の運営業務」並びにこれらに付随し関連

する一切の事業により構成されるものとする。 

２ 「事業者」は、「本事業」を「要求水準書等」に従って遂行しなければならない。 

３ 「市」は、「事業者」に対し、「本契約」の定めに従い「サービス購入費」を支払わ

なければならない。 

４ 「本施設」の名称は、（仮称）名取市新学校給食共同調理場とする。 

 

（「事業者」） 

第６条 「事業者」は、「本事業」の遂行を目的として会社法（平成17年法律第86号。そ

の後の改正を含む。）の規定に基づき設立される株式会社とする。「事業者」は、「本

契約」により定められた事業以外の業務を行ってはならない。ただし、事前に「市」の

承諾を得た場合は、この限りではない。 

２ 「民間事業者」の責めに帰すべき事由に起因する「本契約」上の「事業者」の債務不

履行については、その原因及び結果のいかんを問わず、「事業者」の責めに帰すべき事由

とみなす。 

 

（「事業者」の資金調達） 

第７条 「事業者」は、「本契約」に別段の定めがある場合を除き、「本事業」の実施に

必要な一切の費用を負担し、「本事業」を実施するにあたり、必要な資金調達をすべて

自己の責任において行う。 

２ 「市」は、「本契約」に別段の定めがある場合を除き、「事業者」に対する保証、出

資その他資金調達に対する財政上又は金融上の支援を行う義務を負わない。ただし、

「市」の協力が必要な場合は、「市」は、可能な限り協力する。 

 

（「本件土地」の使用及び管理） 

第８条 「市」は、「事業者」が「全体スケジュール表」に定められた「工事開始予定日」

に速やかに「本件工事」に着手できるように、「工事開始予定日」をもって、「事業者」

に対し「本件土地」の使用許可を与える。 

２ 「本件土地」は「市」所有の財産であり、「事業者」は、原則として、「本施設の整

備業務」、「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」に必要な範囲において、

「本件土地」を無償で使用することができる。「本件土地」以外に資材置場等が必要と
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なる場合、「事業者」は、自らの責任と費用負担においてこれを確保する。 

３ 「事業者」は、「本件土地」の使用許可を受けた日から「引渡予定日」までの間、善

良な管理者の注意義務をもって「本件土地」を管理する。 

４ 「事業者」は、「工事開始予定日」前に「本件土地」を使用する必要がある場合には、

あらかじめ「市」の承諾を得なければならない。かかる承諾を得て「本件土地」を使用

する場合、前項の規定を準用するものとする。 

 

（許認可、届出等） 

第９条 「事業者」による「本契約」上の義務を履行するために必要な一切の許認可は、

「事業者」が自らの責任と費用負担において取得・維持し、また、必要な一切の届出に

ついても「事業者」が自らの責任と費用負担において提出する。 

２ 「事業者」は、前項の許認可等の申請に際しては、「市」に事前説明及び事後報告を行

う。 

３ 「市」は、「事業者」からの要請がある場合は、「事業者」による「本契約」上の義

務を履行するために必要な一切の許認可の取得、届出及びその維持等に必要な資料の提

供その他について協力する。 

４ 「事業者」は、「市」からの要請がある場合は、「市」による「本契約」上の義務を

履行するために必要な一切の許認可の取得、届出及びその維持等に必要な資料の提供そ

の他について協力する。 

５ 「事業者」は、「事業者」による「本契約」上の義務を履行するために必要な一切の

許認可取得の遅延により増加費用（資金調達費用及び合理的な範囲の損害を含むがこれ

に限らない。以下同じ。）が生じた場合、当該増加費用を負担する。ただし、当該遅延

が「市」の責めに帰すべき場合は、「市」は、当該増加費用を負担する。 

 

（「要求水準書」及び「入札説明書」の不備、誤謬又は内容変更） 

第10条 「要求水準書」及び「入札説明書」の不備若しくは誤謬、あるいは「市」による

それらの内容の変更に起因して「事業者」に増加費用が生じた場合、「市」は、当該増

加費用を負担する。 

 

第３章 「本施設」の設計 

 

（「本施設」の設計） 

第11条 「事業者」は、「本契約」締結後速やかに、「全体スケジュール表」により、自

らの責任及び費用負担において「本施設」を設計し、設計完了後速やかに別紙１で定め

る「設計図書」を「市」に提出する。 

２ 「事業者」は、日本国の「法令」を遵守の上、「要求水準書等」に記載された内容及

び水準に従い、自らの責任と費用負担において「本施設」の設計を行う。「事業者」は、

公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修・最新版）、
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官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修・最新版）、

公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修・最新

版）、公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修・

最新版）のうち性能・仕様等を規定している項目にあっては、これらを標準仕様として

適用し、手続等を規定している項目にあっては、これらを参考仕様として準用するもの

とする。 

３ 「事業者」は、「本施設」の設計のために必要な一切の許認可の取得及び届出等を自

らの責任と費用負担において行う。「市」は、「事業者」からの要請がある場合、「事

業者」の許認可取得及び届出のために必要な協力をする。 

 

（設計の第三者委託） 

第12条 「事業者」は、「入札提案書類」に基づき、「本施設」の設計を「設計者」に委

託しなければならない。ただし、「事業者」は、「市」に対し当該業務を委託する者の

名称その他の情報を事前に通知し、「市」の承諾を得た上で、当該設計の一部を「設計

者」以外の第三者（以下、「設計者」と併せて「設計受託者」と総称する。）に委託す

ることができる。「設計受託者」がさらに設計業務の一部を第三者（以下、「設計下請

人」という。）に委託する場合も同様とする。ただし、「市」は合理的理由なく承諾を

留保、拒絶又は遅延してはならない。 

２ 前項に基づく「設計受託者」及び「設計下請人」（以下、「設計受託者等」という。）

の使用は、すべて「事業者」の責任において行うものとし、「設計受託者等」の責めに

帰すべき事由は、その原因及び結果のいかんを問わず、「事業者」の責めに帰すべき事

由とみなす。 

 

（設計の変更） 

第13条 「市」は、「本件工事」の開始前及び工事中において必要があると認めるときは、

「事業者」に対して、工期の変更を伴わず、かつ、「入札提案書類」による「事業者」

の提案の範囲を逸脱しない限度で、変更内容を記載した書面を交付して、「本施設」の

設計の変更を求めることができる。「事業者」は、「市」から当該書面を受領した後14

日以内（該当期間の最終日が「市」の「閉庁日」の場合は、その翌「開庁日」以内）に、

「市」に対してかかる設計の変更に伴い発生する費用、工期又は工程の変更の有無等の

検討結果を記載した書面及び実施設計に関する図書（設計図、実施設計説明書、工事費

内訳書、数量調書、設計計算書（構造・設備他）、厨房機器リスト及びカタログ、什器

備品リスト及びカタログ並びにその他必要図書）を提出しなければならない。 

２ 前項の規定に従い、「市」の要求に基づき「事業者」が「本施設」の設計を変更する

ことにより、「事業者」に「本施設の整備業務」、「本施設の維持管理業務」及び「給

食の運営業務」に係る増加費用（設計費用及び直接の工事費のほか、将来の「本施設の

維持管理業務」及び「給食の運営業務」にかかる増加費用を含むがこれらに限らない。

以下、本条において同じ。）が発生した場合、「市」は、その増加費用を負担する。こ
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の場合、「市」は、設計費用及び直接の工事費にかかる増加費用については、別紙７に

従い「施設整備費相当分」に組み入れた上で「事業者」に支払い、「本施設の維持管理

業務」及び「給食の運営業務」にかかる増加費用については、それぞれ「維持管理費相

当分」及び「給食運営費相当分」に組み入れた上で「事業者」に支払う。 

３ 「事業者」は、「市」の承諾を得た場合を除き、設計の変更を行うことはできない。 

４ 「事業者」の請求により「市」の承諾を得て設計の変更を行う場合において、当該変

更により「事業者」に増加費用が生じた場合、「事業者」は、その増加費用を負担する。 

５ 「事業者」が「市」の請求により又は「市」の承諾を得て設計の変更を行う場合にお

いて、当該変更により「本施設の整備業務」に係る費用が減少したとき「市」は、「事

業者」に支払う「施設整備費相当分」を当該費用の減少額と同額減少させることができ

る。 

６ 「事業者」が、「市」の請求により又は「市」の承諾を得て設計の変更を行う場合に

おいて、当該変更により「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」に係る費用

が減少したときは、「市」は、「市」が「事業者」に支払う「維持管理費相当分」及び

「給食運営費相当分」を、それぞれ、当該費用の減少額と同額減少させることができる。 

 

（「法令」変更等による設計の変更等） 

第14条 建築基準法（昭和25年法律第201号。その後の改正を含む。）、消防法（昭和23

年法律第186号。その後の改正を含む。）又は学校給食法（昭和29年法律第160号。その

後の改正を含む。）等の「法令」制度の新設又は改正により、「本施設」の設計変更が

必要となった場合、「事業者」は、「市」に対し「本施設の整備業務」の変更の承諾を

求めることができる。 

２ 「本施設」の「竣工」までに、「市」が「本事業」の入札手続において提供した「本

件土地」に関する調査資料において明示されていない「本件土地」についての地質障害、

地中障害物、土壌汚染及び埋蔵文化財の発見等に起因して、設計変更が必要となった場

合、「事業者」は、「市」に対し「本施設の整備業務」の変更の承諾を求めることがで

きる。 

３ 本条第１項又は第２項に基づく変更に起因する、「本施設の整備業務」、「本施設の

維持管理業務」、「給食の運営業務」又は資金調達に係る「事業者」の合理的な範囲の

費用の増加又は減少については、「市」の負担又は利益とする。 

４ 本条第１項又は第２項に基づく変更に起因して、「本施設」の引渡しの遅延が見込ま

れる場合において、「事業者」が請求した場合、「市」及び「事業者」は、協議の上、

「引渡予定日」を変更することができる。 

 

（設計に対する「市」のモニタリング） 

第15条 「市」は、「本施設」が「要求水準書等」に従い設計されていることを確認する。

「市」は、当該確認を行うために、「本施設」の設計状況その他について、「事業者」

に事前に通知した上で、「事業者」に対してその説明を求めることができるものとし、
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また上記確認のため必要な書類の提出を求めることができる。 

２ 「事業者」は、前項に定める設計状況その他についての説明及び「市」による確認の

実施につき、「市」に対して最大限の協力を行うものとし、また「設計受託者等」をし

て、「市」に対して必要かつ合理的な説明及び報告を行わせる。「事業者」は、調査及

び設計（基本的事項決定と実施設計）の完了時その他必要に応じて随時、前項の「市」

による確認ができる報告書及び「設計図書」等を「市」に提出し、「市」に内容の確認を

受ける。また、「事業者」は、建築基準法に基づく建築確認等の書類作成を行い、建築

確認等の申請を行うとともに、「市」に事前説明及び事後報告を行う。 

３ 「市」は、前２項に基づき説明及び報告等を受け、指摘事項がある場合には、適宜こ

れを「事業者」に伝え、又は意見を述べることができる。 

４ 「市」は、「事業者」への説明要求、「事業者」による説明の実施を理由として、「本

施設」の設計の全部又は一部について、何らの責任を負うものではない。 

５ 本条の「市」が行うモニタリングに要する費用は「市」の負担とする。 

 

（設計の完了） 

第16条 「事業者」は、第11条第１項に従って、設計の完了後速やかに、「市」に「設計

図書」を提出する。「市」は、必要と認められる場合、「事業者」にその説明を求める

ことができる。 

２ 「市」は、前項により提出された「設計図書」の確認が終了した場合、「事業者」に

対し速やかに確認書を交付する。 

 

（「設計図書」の修正） 

第17条 「市」は、前条に基づき提出された「設計図書」が「要求水準書等」に従ってい

ない、又は提出された「設計図書」が「要求水準書等」において要求される仕様を満た

さないと判断する場合には、「事業者」の負担（ただし、「市」の責めに帰すべき事由

による場合は、「市」の負担とし、「法令」変更及び「不可抗力」に起因する場合は、

それぞれ第８章及び第９章に定める負担とする。以下、本条において同じ。）において

修正することを求めることができる。 

２ 「事業者」は、「市」からの前項に基づく指摘により、又は自ら設計の不備・不具合

等を発見したときは、自らの負担において速やかに「設計図書」の修正を行い、「市」

に修正後の「設計図書」を提出する。「市」は、「事業者」から提出された修正後の「設

計図書」の確認が終了した場合、「事業者」に対し速やかに確認書を交付する。 

３ 「事業者」は、「市」に対し修正後の「設計図書」を提出するときに、「設計図書」

の修正により生じた増加費用（「事業者」の責めに帰すべき事由以外の事由により発生

した増加費用に限る。）についてその根拠となる、設計・建設業務に係る増加費用内訳

表、「本施設の維持管理業務」に係る増加費用内訳表及び「給食の運営業務」に係る増

加費用内訳表を作成し、「市」に提出しなければならない。 

４ 「事業者」による前条第１項及び本条第２項の「設計図書」の提出から14日間（該当
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期間の最終日が「市」の「閉庁日」の場合は、その翌「開庁日」までの間。）を経過し

ても、「市」による確認書の交付がなされない場合、「事業者」は、「市」による確認

がなされたものとみなして、次の工程に進むことができる。 

 

第４章 「本施設」の整備 

 

第１節 総則 

 

（「本施設の整備業務」） 

第18条 「事業者」は、自らの責任と費用負担において、「全体スケジュール表」の日程

に則り日本国の「法令」を遵守の上、「要求水準書等」に従い「建設期間」内に「本施

設の整備業務」を実施して、第37条に基づき「本施設」を「市」に引き渡し、その所有

権を「市」に取得させる。 

２ 「本施設」の施工方法、その他の「本施設」を整備するために必要な一切の手段につ

いては、「要求水準書等」で特に規定されているもののほかは、「事業者」がその責任

において定める。 

３ 「事業者」は、自らの責任において、「建設期間」中、自ら又は「請負人等」（第20

条第２項に定義する。以下本項において同じ。）をして別紙３に定める保険に加入し、

自ら又は「請負人等」が保険料を負担するものとし、加入後速やかにかかる保険証券又

はこれに代わるものを「市」に提示する。 

 

（施工品質管理方針書等） 

第19条 「事業者」は、「要求水準書等」に従い、「本施設」の建設工事着工前に施工品

質管理方針書及び施工計画書（詳細工程表、工事実施体制及び仮設計画書を含む。）等

を、「全体スケジュール表」に記載された日程に従って「市」に提出する。 

２ 「事業者」は、前項に従い「市」に提出した書類に変更が生じた場合、速やかに「市」

に通知し、「市」の承諾を得るものとする。 

３ 「事業者」は、工事現場に常に工事記録を整備し、「市」の要求があった際には速や

かに開示する。 

４ 「事業者」は、「要求水準書等」に従い、「建設期間」中、当該期間中の提出図書を

「工事監理者」（第21条第１項に定義する。）の承諾を得た上で、「市」に提出するも

のとする。 

５ 「市」は、必要と認めた場合は随時、「事業者」から施工体制台帳（建設業法（昭和

24年法律第100号。その後の改正を含む。）第24条の７に規定する施工体制台帳をいう。）

及び施工体制に係る事項について報告を求めることができる。 

６ 「事業者」は、日本国の「法令」を遵守の上、「要求水準書等」に記載された内容及

び水準に従い、自らの責任と費用負担において「本件工事」を行う。「事業者」は、公

共建築工事標準仕様書（建築工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修・最新版）、
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官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修・最新版）、

公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修・最新

版）、公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修・

最新版）のうち性能・仕様等を規定している項目にあっては、これらを標準仕様として

適用し、手続等を規定している項目にあっては、これらを参考仕様として準用するもの

とする。 

 

（「本件工事」の第三者委託） 

第20条 「事業者」は、「入札提案書類」に基づき、「本件工事」を「建設者」に請け負

わせなければならない。ただし、「事業者」は、「本件工事」に着手する14日前まで（14

日前の日が「市」の「閉庁日」の場合は、その前「開庁日」まで）に、「市」に対し当

該業務を請け負わせる者の名称その他の情報を事前に通知し、「市」の承諾を得た上で、

「本件工事」の一部を「建設者」以外の第三者（以下、「建設者」と併せて「請負人」

と総称する。）に請け負わせることができる。「請負人」がさらに「本件工事」の一部

を第三者（以下、「下請人」という。）に請け負わせる場合も同様とする。ただし、「市」

は合理的理由なく承諾を留保、拒絶又は遅延してはならない。 

２ 前項に基づく「請負人」及び「下請人」（以下、総称して「請負人等」という。）の

使用は、すべて「事業者」の責任において行うものとし、「請負人等」の責めに帰すべ

き事由は、その原因及び結果のいかんを問わず、「事業者」の責めに帰すべき事由とみ

なす。 

 

（「事業者」による「工事監理者」の設置） 

第21条 「事業者」は、自らの責任と費用負担において、工事監理者（以下、「工事監理

者」という。）を設置し、「全体スケジュール表」に記載された「工事開始予定日」ま

でに、「市」に対して「工事監理者」の名称を通知し、「市」の承諾を得るものとする。 

２ 「市」は、随時、「工事監理者」に「本件工事」に関する事前説明及び事後報告を求

め、又は「事業者」に対して「工事監理者」をして「本件工事」に関する事前説明及び

事後報告を行わせるよう求めることができる。 

３ 「事業者」は、「工事監理者」をして、工事月報及び工事監理報告書を毎月、当該月

の翌月10日まで（該当期間の最終日が「市」の「閉庁日」の場合は、その翌「開庁日」

まで）に「市」に対して提出させるものとする。 

 

（「本件工事」に伴う各種調査） 

第22条 「市」は、「市」が提示した「本件土地」の地質調査の結果を調査資料として「事

業者」に提供する。 

２ 「事業者」は、「本件工事」に必要な地質調査その他の調査を自らの責任と費用負担

において実施し、その結果について、当該調査終了後速やかに任意の様式による報告書

を作成し、「市」に報告しなければならない。 
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３ 「事業者」は、前項に定める調査の結果、「市」が提供した調査資料の内容と齟齬を

生じる事実を発見したときは、その旨を直ちに「市」に通知し、その確認を求めなけれ

ばならない。この場合において、「市」及び「事業者」は、その対応につき協議する。 

４ 「市」は、「本件土地」について、本条第２項に定める調査結果並びに事前に予期す

ることができない地質障害、地中障害物、土壌汚染及び埋蔵文化財の存在に起因して「事

業者」に発生した増加費用を負担する。「事業者」は、当該増加費用の発生及び拡大を

阻止又は低減するよう最大限の努力をしなければならない。ただし、本条第２項に定め

る報告書に「事業者」の故意又は重大な過失による不備、誤謬等がある場合、「事業者」

は、当該不備、誤謬に起因して発生する一切の責任を負担し、かつ、これに起因する一

切の増加費用（再調査に関する費用の負担を含む。）を負担する。 

 

（調査の第三者委託） 

第23条 「事業者」は、前条の調査に着手する14日前まで（14日前の日が「市」の「閉庁

日」の場合は、その前「開庁日」まで）に、「市」に対し当該業務を委託する者の名称

その他の情報を事前に通知し、「市」の承諾を得た上で、当該調査の全部又は一部を第

三者（以下、「調査受託者」という。）に委託することができる。「調査受託者」がさ

らに当該調査の一部を第三者（以下、「調査下請人」という。）に委託する場合も同様

とする。ただし、「市」は合理的理由なく承諾を留保、拒絶又は遅延してはならない。 

２ 前項に基づく「調査受託者」及び「調査下請人」（以下、総称して「調査受託者等」

という。）の使用は、すべて「事業者」の責任において行うものとし、「調査受託者等」

の責めに帰すべき事由は、その原因及び結果のいかんを問わず、「事業者」の責めに帰

すべき事由とみなす。 

 

（「本件工事」に伴う近隣対策） 

第24条 「市」は、「本件工事」に先立って、自らの責任と費用負担において、周辺住民

に対して「本施設」を設置・運営すること自体につき説明を行い、了解を得るよう努め

なければならない。 

２ 「事業者」は、「本件工事」に先立って、自らの責任と費用負担において、周辺住民

に対して「事業計画」（第４条及び第５条に定める事項及び内容をいう。以下同じ。）

及び「工事実施計画」（施設の配置、施工時期、施工方法等の計画をいう。以下同じ。）

につき説明を行い、了解を得るよう努めなければならない。「市」は、必要と認める場

合には、「事業者」が行う説明に協力する。 

３ 「事業者」は、自らの責任と費用負担において、騒音、振動、地盤沈下、地下水の断

絶、大気汚染、水質汚染、臭気その他の「本件工事」が近隣住民の生活環境に与える影

響を勘案し、合理的に要求される範囲の近隣対策を実施する。近隣対策の実施にあたり、

「市」は、必要と認められる場合には、「事業者」が行う近隣対策に協力する。かかる

近隣対策の実施について、「事業者」は、「市」に対して、事前及び事後にその内容及

び結果を報告する。 
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４ 「事業者」は、「市」の承諾を得ない限り、近隣対策の不調を理由として事業計画を

変更することはできない。「市」は、「事業者」が事業計画を変更する以外に近隣住民

の了解を得ることが不可能又は著しく困難であることを明らかにした場合に限り、事業

計画の変更を承諾する。 

５ 近隣対策の結果、「竣工」遅延が見込まれる場合で、「事業者」が請求した場合には、

「市」及び「事業者」は協議の上、速やかに「全体スケジュール表」に定められた「竣

工」の予定日を変更するものとする。 

６ 近隣対策の結果、「事業者」に生じた費用（「竣工」予定日が変更されたことによる

増加費用も含む。）は、「事業者」が負担する。ただし、「本施設」を設置・運営する

こと自体に直接起因して近隣対策が必要となった場合の増加費用は、「市」が負担する。 

 

（「本件工事」に対する「市」のモニタリング） 

第25条 「市」は、「本施設」の建設工事に先立ち、「事業者」が着工前業務（建築確認

申請等建設工事に伴う法令等で定められた各種許認可等の書類の写し、施工品質管理方

針書及び施工計画書の市への提出）を完了していることを確認する。 

２ 「市」は、「本件工事」の進捗状況について、随時、「事業者」に対して報告を要請

することができ、「事業者」は、「市」の要請があった場合には速やかに報告を行わな

ければならない。また、「市」は、「本施設」が「設計図書」に従い建設されているこ

とを確認するために、「本件工事」について、「事業者」に事前に通知した上で、「事

業者」又は「請負人」に対して中間確認の実施と、その報告を求めることができる。 

３ 「市」は、「建設期間」中、随時、「事業者」に対して質問をし、「本件工事」につ

いて説明を求めることができる。「事業者」は、「市」からかかる質問を受領した後14

日以内（該当期間の最終日が「市」の「閉庁日」の場合は、その翌「開庁日」以内）に、

「市」に対して回答を行わなければならない。「市」は、「事業者」の回答内容が合理

的でないと判断した場合、協議を行うことができる。 

４ 「市」は、「建設期間」中、随時、「事業者」又は「請負人等」の行う工程に関する

会議に立ち会うことができる。「事業者」は、「市」からかかる立ち会いを求められた

場合には、速やかに直近の工程に関する会議を「市」に通知しなければならない。 

５ 「市」は、「建設期間」中、「事業者」に対する事前の通知を行うことなく、随時、

「本件工事」に立ち会うことができる。ただし、立会い開始に際しては、現場において

「事業者」の現場責任者に連絡し、その安全管理上の指示に従うものとする。 

６ 前３項に定める報告、中間確認、説明、又は立ち会いの結果、建設状況が「要求水準

書等」の内容を逸脱していることが判明した場合、「市」は、「事業者」に対してその

是正を求めることができ、「事業者」は、これに従わなければならない。 

７ 「事業者」は、「建設期間」中に実施する「本施設」の検査又は試験について、事前

に「市」に対して通知するものとし、「市」は、当該検査又は試験に立ち会うことがで

きる。 

８ 「市」は、本条に定める「事業者」への説明要求又は「本件工事」への立会いを理由



 （１４） 

として、「本施設」の設計、建設（「既存建物」の解体業務を含む。）の全部又は一部

について何らの責任を負担するものではない。 

９ 「事業者」は、本条に定める中間確認及び建設状況の確認の実施について、「市」に

対して最大限の協力を行うものとし、また必要ある場合には、「請負人」をして、「市」

に対して必要かつ合理的な説明及び報告を行わせるものとする。 

10 本条の「市」が行うモニタリングに要する費用は「市」の負担とする。 

 

（「本施設」の工期の変更） 

第26条 「市」が「事業者」に対して「本施設」の工期の変更を請求した場合、「市」と

「事業者」は、協議により当該変更の当否を協議する。ただし、「市」と「事業者」と

の協議が調わない場合、「市」が当該変更の当否を決定するものとし、「事業者」は、

これに従う。 

２ 「事業者」が、「不可抗力」又は「事業者」の責めに帰すことのできない事由により、

「市」に対して「本施設」の工期の変更を請求した場合、「市」は、当該変更を認め、

「市」と「事業者」は、協議により当該変更の内容を決定する。 

 

（「本施設」の工期の変更に伴う費用負担） 

第27条 「事業者」の責めに帰すべき事由により「本施設」の工期が変更され、「市」に

工期変更に伴う損害が発生した場合、「事業者」は、「市」に発生した損害額に相当す

る金額を「市」に支払う。 

２ 「市」の責めに帰すべき事由、「不可抗力」又は「事業者」の責めに帰すことのでき

ない事由により「本施設」の工期が変更され、「事業者」に増加費用が発生した場合、

「市」は、「事業者」が負担した増加費用を「事業者」に支払う。 

 

第２節 「本件工事」の一時中止 

 

（「本件工事」の一時中止） 

第28条 「市」は、必要と認めた場合には、「事業者」に対して「本件工事」の中止の内

容及び理由を記載した書面を交付して、「本件工事」の全部又は一部を、一時中止させ

ることができる。 

２ 「市」は、前項により「本件工事」の全部又は一部を一時中止させた場合において、

必要と認めたときには、「建設期間」若しくは「施設整備費相当分」を変更し、又はか

かる「本件工事」の一時中止が「事業者」の責めに帰すべき事由による場合を除き、「事

業者」が「本件工事」の続行に備え工事現場を維持するための費用若しくは労働者、建

設機械器具等を保持するための費用、その他の「本件工事」の一時中止及びその続行に

起因して「事業者」に発生した増加費用を負担する。 
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第３節 損害等の発生 

 

（「本件工事」中に第三者に生じた損害） 

第29条 「事業者」は、「本件工事」に関し、第三者に損害を及ぼし、かかる損害が賠償

対象となる場合は、その損害を賠償する。ただし、「市」の責めに帰すべき事由により

生じた場合はこの限りでない。 

２ 「本件工事」に関し、「不可抗力」により第三者に損害が発生した場合の損害の負担

については、第９章の規定に従う。 

 

第４節 操作マニュアルの作成 

 

（操作マニュアルの作成） 

第30条 「事業者」は、自らの責任と費用負担により、「本施設」の使用又は操作のため

に必要、適切な事項を記載したマニュアル（以下、「操作マニュアル」という。）を３

部作成し、第32条に基づく、「市」の「竣工」確認の実施日の７日前まで（７日前の日

が「市」の「閉庁日」の場合は、その前「開庁日」まで）に「市」に提出する。 

２ 「市」は、前項の規定に従って「事業者」が提出した「操作マニュアル」が「本施設」

の使用又は操作のために必要又は適切な事項を記載していないと合理的に判断した場合

には、「事業者」にその旨通知することができる。「事業者」は、当該通知を受領した

場合には、「市」との間で修正方法を協議の上、「事業者」の責任と費用負担により当

該「操作マニュアル」を修正する。 

 

第５節 「本施設」の「竣工」及び引渡し 

 

（「事業者」による完了検査） 

第31条 「事業者」は、「事業者」の責任と費用負担において「本施設」の完了検査を行

う。 

２ 「事業者」は、「市」に対して、「事業者」が前項の完了検査を行う７日前まで（７

日前の日が「市」の「閉庁日」の場合は、その前「開庁日」まで）に、当該完了検査を

行うことを書面で通知する。「市」は、当該完了検査に立ち会うことができる。ただし、

「市」は、かかる完了検査への立ち会いの実施を理由として何らの責任を負担するもの

ではない。 

３ 「事業者」は、完了検査への「市」の立ち会いの有無にかかわらず、その結果を検査

結果に関する書面の写しを添えて工事完了届とともに「市」に提出する。 

 

（「市」による「本施設」の「竣工」確認） 

第32条 「市」は、前条第２項の通知を受けてから14日以内（該当期間の最終日が「市」

の「閉庁日」の場合は、その翌「開庁日」以内）に、「本施設」が「要求水準書等」に
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規定された性能及び仕様を充足していることを確認するため、「竣工」確認する。 

２ 「竣工」確認の方法は、以下のとおりとする。 

(１) 「市」は、「事業者」又は「請負人等」及び「工事監理者」の立ち会いのもとで、

「竣工」確認を実施する。 

(２) 建物設備、機器、器具、什器・備品等の試運転等（以下、「試運転等」という。）

は、「市」による「竣工」確認前に「事業者」が実施し、その報告書を「市」に提出

する。「市」は、「試運転等」に立ち会うことができる。なお、「試運転等」は、「事

業者」の責任と費用負担において行うものとする。 

(３) 「事業者」は、前号の「試運転等」とは別に、建物設備、機器、器具、什器・備

品等の取扱いについて、「市」への説明を実施する。 

３ 「市」は、前項に定める「竣工」確認の結果、「本施設」が「要求水準書等」に定め

られた内容及び水準を満たしていると判断する場合、「本件工事」完了の承諾を行わな

ければならない。 

４ 「市」は、前項の「竣工」確認の結果、「本施設」が「要求水準書等」に定められた

内容及び水準を満たしていないと判断する場合、不備、不具合の具体的内容を明らかに

し、期間を定めて「事業者」に対してその補修を求めることができる。 

５ 「事業者」は、前項の規定により「市」から補修を求められた場合、速やかに補修を

行い、改めて「市」の「竣工」確認及び「本件工事」完了の承諾を得なければならない。 

６ 前２項に定める補修が「事業者」の責めに帰すべき事由に起因する場合、当該修補に

かかる費用は、「事業者」が負担し、それ以外の事由により生じた場合は、「市」が負

担する。 

 

（「事業者」による「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」体制の整備） 

第33条 「事業者」は、「引渡予定日」までに、「本施設の維持管理業務」及び「給食の

運営業務」の実施に必要な一切の準備を完了させ、「市」に対しその旨を通知する。 

２ 「事業者」は、「要求水準書」IV. ７に定める「給食の運営業務」に係る開業準備業

務（各種マニュアルの作成、設備等の試稼働、施設、調理設備、及び運営備品の取扱い

に対する習熟、従業員等の研修、調理リハーサル、配送リハーサルを含む。）を、「引

渡予定日」の60日前の日（該当日が「市」の「閉庁日」の場合は、その翌「開庁日」）

から「引渡予定日」までの間に実施する。ただし、操作マニュアル及び運営マニュアル

の作成については、第30条及び第53条の規定に従う。 

３ 「事業者」は、「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」開始の遅延が見込

まれる場合には、「引渡予定日」の30日前までに、当該遅延の原因及びその対応計画を

「市」に通知しなければならない。 

４ 「本施設の維持管理及び給食の運営業務の開始予定日」までに「本施設」の維持管理

及び給食の運営等を開始できなかった場合、かかる遅延により生じた増加費用及び損害

の負担は第39条に定めるとおりとする。 
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（「市」による「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」体制の確認） 

第34条 「市」は、前条第１項の通知受領後速やかに、「本施設の維持管理業務」体制及

び「給食の運営業務」体制の確認を行う。確認の結果、「要求水準書等」に従った体制

が整備されていないと判断する場合、「市」は、「事業者」に対しその是正を求めるこ

とができる。 

 

（職員等に対する研修の実施） 

第35条 「事業者」は、「市」と「事業者」が協議の上定める日程で、「事業者」の責任

及び費用負担により、「本施設」の使用者である「市」の職員を対象とした「本施設」

の使用に関する職員研修を実施する。 

 

（「竣工」確認通知書の交付） 

第36条 「市」は、第32条に定める「本件工事」完了の承諾、第34条の「本施設の維持管

理業務」及び「給食の運営業務」体制の確認及び前条の職員研修の実施により、「本施

設」を適切に利用できると判断し、かつ、「事業者」が「市」に対し別紙４に定める「竣

工図書」を提出した場合、「事業者」に対して「竣工」確認通知書を交付する。 

２ 「事業者」は、「市」の「竣工」確認通知書の受領をもって、「本施設の維持管理業

務」及び「給食の運営業務」を開始することができる。 

３ 「市」は、「竣工」確認通知書の交付を理由として、「本施設の整備業務」の全部又

は一部について責任を負担するものではない。 

 

（「事業者」による「本施設」の引渡し及び「市」による所有権の取得） 

第37条 「事業者」は、「竣工」確認通知書の受領と同時に、別紙５の様式による目的物

引渡書を「市」に交付し、「引渡予定日」において「本施設」の引渡しを行う。「市」

は、「本施設」の引渡しを受けることによりその所有権を取得し、自らの責任と費用負

担において、必要に応じて登記等の手続きを行う。 

 

（「本施設」の引渡しの遅延） 

第38条 「事業者」は、「本施設」の引渡しの遅延が見込まれる場合には、「引渡予定日」

の30日前まで（30日前の日が「市」の「閉庁日」の場合は、その前「開庁日」まで）に、

当該遅延の原因及びその対応計画を「市」に通知しなければならない。ただし、第32条

第５項による補修を行う必要から遅延が見込まれる場合は、この限りではない。 

２ 「事業者」は、前項に定める対応計画において、「本施設」の速やかな引渡しに向け

ての対策及び想定される「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」の開始まで

の予定を明らかにしなければならない。 

 

（「本施設」の引渡し遅延による増加費用の負担） 

第39条 「市」の責めに帰すべき事由により「本施設」の引渡しが遅延した場合、「市」
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は、当該遅延に伴う増加費用を負担するものとし、「事業者」が負担した増加費用（金

利スワップ取引契約の解約に伴う費用を含むが、これに限らない。）に相当する金額を

「事業者」に対して支払う。 

２ 「事業者」の責めに帰すべき事由により「本施設」の引渡しが遅延した場合、「事業

者」は、当該遅延に伴う増加費用を負担するものとし、「市」が負担した増加費用に相

当する金額を「市」に対して支払う。 

３ 「市」が「本事業」の入札手続において提供した「本件土地」に関する調査資料にお

いて明示されていない「本件土地」についての地質障害、地中障害物、土壌汚染及び埋

蔵文化財調査を原因として不可避な工期延長が生じ、「本施設」の引渡しが遅延した場

合、当該遅延に伴って生じた増加費用は、「市」の負担とする。 

４ 「法令」の変更により、工期延長等が生じ、「本施設」の引渡しが遅延した場合、当

該遅延に起因して「事業者」に生じた増加費用の負担は、第８章の規定に従う。 

５ 「不可抗力」により、工期延長等が生じ、「本施設」の引渡しが遅延した場合、当該

遅延に伴って「事業者」に生じた増加費用の負担は、第９章の規定に従う。 

 

（「本施設」の瑕疵担保） 

第40条 「市」は、「本施設」又は「本施設」内に設置された機器、器具、什器・備品等

に瑕疵（「本施設」の設計によるものを含む。）があるときは、「事業者」に対して、

相当の期間を定めて、当該瑕疵の補修（什器・備品については交換を含む。以下同じ。）

を請求し、又は補修に代え若しくは補修とともに損害の賠償を請求することができる。

ただし、瑕疵が重要でなく、その補修に過分の費用を要するときは、「市」は、補修を

請求することができない。 

２ 前項の定めによる瑕疵の補修又は損害賠償の請求は、「本施設」の引渡し日から２年

以内に行わなければならない。ただし、その瑕疵が「事業者」の故意又は重大な過失に

より生じた場合、又は住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号。そ

の後の改正を含む。）第94条第１項に規定する構造耐力上主要な部分若しくは雨水の浸

入を防止する部分について生じた場合（構造耐力上又は雨水の浸入に影響のないものを

除く。）には、当該請求のできる期間は、10年とする。 

３ 「市」は、「本施設」の引渡しを受ける際に「本施設」に瑕疵があることを知った場

合には、本条第１項の規定にかかわらず、直ちに「事業者」にその旨を通知しなければ、

当該瑕疵の修補又は当該瑕疵に関する損害賠償の請求をすることはできない。ただし、

「事業者」が当該瑕疵を知っていたときは、この限りでない。 

４ 「市」は、「本施設」が本条第１項の瑕疵により滅失又は毀損したときは、本条第２

項に定める期間内で、かつ、その滅失又は毀損を「市」が知った日から１年以内に本条

第１項の権利を行使しなければならない。 

５ 「事業者」は、「建設者」を使用する場合、当該「建設者」をして、「市」に対し本

条による瑕疵の修補及び損害の賠償をなすことについて保証させるべく、別紙６に定め

る保証書を「建設者」から徴求し、「市」に差し入れるものとする。 
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第６節 契約保証金 

 

（契約の保証） 

第41条 「事業者」は、「本施設」の設計及び建設工事等の履行を保証するため、「本契

約」の締結後速やかに、「本施設」の引渡しまでの間、次の各号に掲げるいずれかの方

法による保証を付さなければならない。ただし、本項第５号の場合においては、「事業

者」が別途定める履行保証保険契約を締結した後、又は建設工事（設計を含む）の「設

計受託者等」、「請負人等」又は「工事監理者」をして別途定める履行保証保険契約の

締結せしめた後、「市」を被保険者とした場合は、直ちにその保証証券を「市」に提出

しなければならず、また、「事業者」、「設計受託者等」、「請負人等」又は「工事監

理者」を被保険者とした場合は、「事業者」の負担により、その保険金請求権に、「本

契約」に定める違約金支払債権を被担保債権とする質権を「市」のために設定しなけれ

ばならない。 

(１) 契約保証金の納付 

(２) 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供 

(３) 「本施設」の建設に係る債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行、

「市」が確実と認める金融機関の保証 

(４) 「本施設」の建設に係る債務の履行を保証する工事履行保証証券による保証 

(５) 「本契約」に定める債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契

約の締結 

２ 前項に定める保証の金額は、「施設整備費相当分」（ただし、金利支払額を除く。）

の100分の10とする。 

３ 「本契約」に定める施設整備費相当分に変更があった場合、保証の金額が変更後の施

設整備費相当分（ただし、金利支払額を除く。）の100分の10に達するまで、「市」は、

「事業者」に対し保証の金額の増額を請求することができ、一方、「事業者」は、「市」

に対し保証の金額の減額を請求することができる。 

 

第５章 「本施設」の維持管理及び運営 

 

第１節 総則 

 

（「本施設」の維持管理及び給食の運営等） 

第42条 「事業者」は、自らの責任と費用負担において、「維持管理・運営期間」の間、

「要求水準書等」のほか、第43条に定める「長期業務計画書」及び「年間業務計画書」

に従って、「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」を実施する。 

２ 「事業者」は、適用される「法令」、学校給食に関する通知及び通達等、並びにその

他の所轄官庁の指導等（学校給食衛生管理の基準（文部科学省）、大量調理施設衛生管

理マニュアル（厚生労働省）を含む。）を遵守して「本施設の維持管理業務」及び「給
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食の運営業務」を実施しなければならない。 

３ 「事業者」は、自らの責任及び費用負担において、「維持管理・運営期間」中、自ら

又は「受託者等」（第45条第２項に定義する。）をして別紙３に定める保険に加入し、

保険料を負担するものとし、加入後速やかにかかる保険証券又はこれに代わるものを

「市」に提示する。 

４ 「事業者」は、前項に係る保険金請求権について、「市」の書面による承諾を得た上

で「本事業」のために融資を行う銀行又はその他の金融機関（以下、「金融機関等」と

いう。）のために質権等の担保権を設定する場合を除き、担保権を設定してはならない。 

 

（業務計画書） 

第43条 「事業者」は、「本施設の維持管理及び給食の運営業務の開始予定日」の２ヵ月

前まで（２ヵ月前の日が「市」の「閉庁日」の場合は、その前「開庁日」まで）に、「要

求水準書等」に従い、「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」について、長

期（「維持管理・運営期間」）を対象とする「本施設の維持管理業務」及び「給食の運

営業務」実施のために必要な事項を業務区分ごとに記載した長期維持管理業務計画書及

び長期運営業務計画書（以下、総称して「長期業務計画書」という。）を作成の上、「市」

に提出し、その確認を受ける。また、当該「長期業務計画書」の内容に変更の必要が生

じた場合は、速やかに変更後の「長期業務計画書」を作成の上、「市」に提出し、その確

認を受ける。 

２ 「事業者」は、「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」の「事業年度」開

始日の２ヵ月前まで（２ヵ月前の日が「市」の「閉庁日」の場合は、その前「開庁日」

まで）に、「要求水準書等」及び「長期業務計画書」に従い、「本施設の維持管理業務」

及び「給食の運営業務」について、当該「事業年度」を対象とする「本施設の維持管理

業務」及び「給食の運営業務」実施のために必要な事項を業務区分ごとに記載した年間

維持管理業務計画書及び年間運営業務計画書（以下、総称して「年間業務計画書」とい

う。）を作成の上、「市」に提出し、その確認を受ける。また、当該「年間業務計画書」

の内容に変更の必要が生じた場合は、速やかに変更後の「年間業務計画書」を作成の上、

「市」に提出し、その確認を受ける。 

 

（「業務報告書」） 

第44条 「事業者」は、「維持管理・運営期間」終了まで、毎月の「本施設の維持管理業

務」及び「給食の運営業務」終了後、当該月の翌月10日まで（当該期間の最終日が「市」

の「閉庁日」の場合は、その翌「開庁日」以内）に、「市」に対して、当月における「本

施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」の実施状況をそれぞれ記載した業務報告

書（月報）を提出する。 

２ 「市」は、前項の業務報告書（月報）を受付後、その内容を確認し、「事業者」の毎

月の「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」を確認する。「市」は、当該業

務報告書（月報）の受付日から７日以内（当該期間の最終日が「市」の「閉庁日」の場
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合は、その翌「開庁日」以内）に、当該月のモニタリングの結果を「事業者」に通知す

る。 

３ 「事業者」は、「維持管理・運営期間」終了まで、毎年６月、９月、12月及び３月の

「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」終了後、当該月の翌月の10日まで（当

該期間の最終日が「市」の「閉庁日」の場合は、その翌「開庁日」以内）に、「市」に

対して、当四半期における「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」の実施状

況をそれぞれ記載した業務報告書（四半期報）を提出する。 

４ 「市」は、前項の業務報告書（四半期報）を受付後、その内容を確認し、「事業者」

の四半期ごとの「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」を確認する。「市」

は、当該業務報告書（四半期報）の受付日から７日以内（当該期間の最終日が「市」の

「閉庁日」の場合は、その翌「開庁日」以内）に、当該四半期のモニタリングの結果を

「事業者」に通知する。 

５ 「事業者」は、第１項の業務報告書（月報）及び第３項の業務報告書（四半期報）の

ほか、「市」の要請があった場合には、「市」に対し速やかに業務報告書（日報）を提

出する。 

６ 第１項の業務報告書（月報）、第３項の業務報告書（四半期報）及び前項の業務報告

書（日報）（以下、総称して「業務報告書」という。）に記載されるべき具体的な項目

及び内容は、「市」及び「事業者」が協議の上、「市」が定めるものとする。 

７ 「事業者」は、「維持管理・運営期間」終了まで、「業務報告書」を、「市」が常時

閲覧できるように保管、管理しなくてはならない。 

 

（「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」の第三者委託） 

第45条 「事業者」は、「入札提案書類」に基づき、「本施設の維持管理業務」及び「給

食の運営業務」をそれぞれ「維持管理者」及び「運営者」に委託しなければならない。

ただし、「事業者」は、「市」に対し受託者の名称その他の情報を事前に通知し、「市」

の承諾を得た上で、「本施設の維持管理業務」の一部を第三者（以下、「維持管理者」

と併せて「維持管理受託者」と総称する。）に委託し、また、「給食の運営業務」の一

部を第三者（以下、「運営者」と併せて「運営受託者」と総称する。）に委託すること

ができる。「維持管理受託者」及び「運営受託者」が、さらに第三者（以下、個別に「維

持管理下請人」及び「運営下請人」という。）に委託する場合も同様とする。ただし、

「市」は合理的理由なく承諾を留保、拒絶又は遅延してはならない。 

２ 前項に基づく「維持管理受託者」、「維持管理下請人」、「運営受託者」及び「運営

下請人」（以下、総称して「受託者等」という。）の使用は、すべて「事業者」の責任

において行うものとし、「受託者等」の責めに帰すべき事由は、その原因及び結果のい

かんを問わず、「事業者」の責めに帰すべき事由とみなす。 

 

（従事者名簿の提出等） 

第46条 「事業者」は、「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」に従事する者
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（以下、総称して「従事者」という。）の名簿を「本施設の維持管理業務」及び「給食

の運営業務」の開始前日までに「市」に提出する。「従事者」の異動があった場合、「事

業者」は、速やかに「市」に報告しなければならない。 

２ 「事業者」は、「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」の遂行にあたり、

「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」開始前に、管理体制、業務分担、緊

急連絡体制等の業務に必要な書類をあらかじめ「市」に提出し、「市」の承諾を得るも

のとする。 

３ 「市」は、「従事者」が「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」を行うに

不適当と認められるときは、その事由を明記して、「事業者」に対し交替を請求するこ

とができる。 

 

（維持管理及び給食運営に対する「市」のモニタリング） 

第47条 「市」は、別紙２に従い、モニタリングを行い、その際、「維持管理・運営期間」

中、「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」について、「事業者」に対し随

時その説明を求めること、「本施設」において維持管理・運営状況を自ら立会いの上確

認すること、及び「従事者」へのヒアリングを行うことができる。その場合、「事業者」

は、「市」に対して最大限の協力を行わなければならない。 

２ 前項のモニタリングの結果、「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」につ

いて「要求水準書等」を客観的に満たしていない事項が存在することが判明した場合、

又は「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」の継続に支障があると「市」が

判断した場合、「市」は、「事業者」に対し別紙２に定める「モニタリング及びペナル

ティの考え方」に従いペナルティを課すことができる。 

３ 「市」は、「事業者」への説明要求、「事業者」による説明の実施及び「市」による

立ち会いの実施を理由として、「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」の全

部又は一部について、何らの責任を負うものではない。 

４ 本条の「市」が行うモニタリングに要する費用は「市」の負担とする。 

 

（「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」の変更） 

第48条 「市」が「事業者」に対して「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」

の内容の変更を請求した場合、「市」と「事業者」は、協議により当該変更の当否を決

定する。当該協議が不調に終わった場合、「市」が当該変更の当否を決定し、「事業者」

は、これに従う。 

２ 「事業者」が、「不可抗力」、「法令」変更又は「事業者」の責めに帰すことのでき

ない事由により、「市」に対して「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」の

内容の変更を請求した場合、「市」と「事業者」は、協議により当該変更の当否を決定

する。当該協議が不調に終わった場合、「市」が当該変更の当否を決定し、「事業者」

は、これに従う。 

３ 前２項により当該業務にかかる費用が増加若しくは減少する場合、「市」及び「事業
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者」は、協議により合理的な範囲内で当該費用の増加若しくは減少する部分を「サービ

ス購入費」から増加若しくは減少することができる。なお、当該協議が整わない場合、

「市」は、「市」の責めによる「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」の内

容の変更に起因して「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」に係る費用が増

加するときは、当該増加費用を負担するとともに、当該「本施設の維持管理業務」及び

「給食の運営業務」に係る費用が減少しても、「維持管理費相当分」及び「給食運営費

相当分」は減額しない。 

 

（第三者に及ぼした損害等） 

第49条 「事業者」は、「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」に関し、「事

業者」の責めに帰すべき事由により「市」又は第三者に損害が発生し、かつ当該損害が

賠償対象となったときは、その損害を賠償しなければならない。ただし、「市」の運営

に伴う事故等、「市」の責めに帰すべき事由により第三者又は「事業者」に生じた損害

については、「市」が負担する。 

２ 「本契約」締結後、「市」が新たに提示した条件に起因して、「本施設の維持管理業

務」及び「給食の運営業務」の過程で第三者に損害が発生した場合、「市」は、合理的

な範囲でその損害を賠償しなければならない。ただし、「事業者」に起因する事情に基

づき、「市」が条件を提示した場合を除く。 

３ 「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」に関し「不可抗力」により第三者

に損害が発生した場合は、第９章の規定に従う。 

 

（「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」に伴う近隣対策） 

第50条 「事業者」は、自らの責任と費用負担において、騒音、振動、臭気その他の「本

施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」が近隣住民の生活環境に与える影響を勘

案し、合理的に要求される範囲の近隣対策を実施する。 

２ 近隣対策の実施にあたり、「市」は、必要と認められる場合には、「事業者」が行う

近隣対策に協力する。 

３ 「事業者」は、近隣対策の実施について、「市」に対して、事前及び事後にその内容

及び結果を報告する。 

４ 「事業者」は、「市」の承諾を得ない限り、近隣対策の不調を理由として「本施設の

維持管理業務」及び「給食の運営業務」の内容を変更することはできない。「市」は、

「事業者」が「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」の内容を変更する以外

に近隣住民の了解を得ることが不可能又は著しく困難であることを明らかにした場合に

限り、「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」の内容の変更を承諾する。 

５ 近隣対策の結果、「事業者」に生じた費用は、「事業者」が負担する。ただし、「本

施設」を設置・運営すること自体に直接起因して近隣対策が必要となった場合の増加費

用は、「市」が負担する。 
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第２節 維持管理業務 

 

（「本施設」の修繕） 

第51条 「事業者」は、自己の裁量によって、「本施設」の修繕等（建物とともに、建築

設備、調理設備、食器食缶等及び施設備品（ただし、市職員が使用する施設備品は除く。）

の維持管理に伴う修繕・更新（補充）並びに大規模な修繕を含む。）を行う。ただし、

当該修繕等が、「市」の責めに帰すべき事由による場合は、増加費用は「市」の負担と

し、「法令」変更及び「不可抗力」に起因する場合は、それぞれ第８章及び第９章に定

める負担とする。 

２ 「事業者」は、前項の修繕等の実施について、「市」に対して、事前及び事後にその

内容及び結果を報告する。 

 

（「本施設」の損傷） 

第52条 「本施設」の使用者（「事業者」及び「受託者等」の従業員その他の「事業者」

側の関係者を除く。）による「本施設」の損傷及び「事業者」の責めによらない事故・

火災等災害による損傷は、「市」の責任と費用負担においてこれを修復する。 

２ 「本施設」が「事業者」の責めに帰すべき理由により損傷した場合、「事業者」は、

その責めを負う。 

 

第３節 運営業務 

 

（運営マニュアル等の作成及び「従事者」の教育） 

第53条 「事業者」は、「本施設の維持管理及び給食の運営業務の開始予定日」の３ヵ月

前まで（３ヵ月前の日が「市」の「閉庁日」の場合は、その前「開庁日」まで）に、「要

求水準書」、学校給食衛生管理の基準（文部科学省）及び大量調理施設衛生管理マニュ

アル（厚生労働省）に基づき、かつ、ＨＡＣＣＰを考慮した「給食の運営業務」につい

ての運営マニュアルを作成し、「市」に提出し、その承諾を受けるものとする。 

２ 「事業者」は、「本施設の維持管理及び給食の運営業務の開始予定日」の３ヵ月前ま

で（３ヵ月前の日が「市」の「閉庁日」の場合は、その前「開庁日」まで）に、地震、

火災及び事故等緊急時の対応についての危機管理（事故対応）マニュアル、第57条に規

定するアレルギー対応食に関するアレルギー対応食業務マニュアルを作成し、「市」に

提出し、その承諾を受けるものとする。 

３ 「事業者」は、「給食の運営業務」の円滑かつ適切な実施のため、当該業務に係る「従

事者」について定期的かつ計画的に研修等を行い（「維持管理・運営期間」前の研修等

を含む。）、その資質向上に努める。「事業者」は、かかる研修等の報告書を、研修等

の終了後10日以内（当該期間の最終日が「市」の「閉庁日」の場合は、その翌「開庁日」

以内）に、「市」に提出するものとする。ただし、「維持管理・運営期間」前の研修等

に係る報告書は「維持管理・運営期間」前に提出するものとする。 
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（管理責任者） 

第54条 「事業者」は、「要求水準書等」に従い、「本施設の維持管理及び給食の運営業

務の開始予定日」の３ヵ月前まで（３ヵ月前の日が「市」の「閉庁日」の場合は、その

前「開庁日」まで）に、総括責任者、調理責任者、調理副責任者、アレルギー対応食調

理責任者及び食品衛生責任者を、それぞれ選任し、添付書類とともに、選任報告書（食

品衛生責任者に関する食品衛生管理者証を含む。以下同じ。）を「市」に提出する。 

２ 「事業者」は、前項に従い「市」に報告した者を変更する場合には、変更する２週間

前まで（２週間前の日が「市」の「閉庁日」の場合は、その前「開庁日」まで）に、添

付書類とともに、変更後の者の選任報告書を「市」に提出する。変更した者をさらに変

更する場合も同様とする。 

 

（調理業務等） 

第55条 「市」は、「事業者」に対し、実施月の1週間前までに、献立表及び食器・食缶・

配膳器具の種別を提示し、実施日までに献立・食数に応じて調達し検収した食材（調味

料を含むすべての食品をいう。）を引き渡す。 

２ 「事業者」は、「市」の行う検収業務に協力して検収準備及び補助を行い、前項によ

り「市」より引き渡された食材を適切に保存するほか、「要求水準書等」に定める調理

業務のほかの業務を行う。 

３ 「事業者」は、「市」の作成した献立等に基づき調理を行い、調理済み食品をクラス

ごとに食缶に詰め添加物類とともに「市」が指定する学校へ配送し、回送を行う。「事

業者」は、回収した食器、食缶、コンテナ等及び使用した調理設備機器等について洗浄

及び残滓等の処理を行う。 

 

（食中毒等） 

第56条 「事業者」は、「要求水準書等」に規定された事項を遵守し、かつ善良なる管理

者の注意義務をもって「給食の運営業務」を実施し、「法令」及び所轄官庁の指導、基

準等を満たした安全な給食を提供しなければならない。 

２ 給食の配送先学校等において食中毒等が発生した場合、「事業者」は、自己の費用に

より、保健所等の所轄官庁が行う原因究明調査に協力する。 

３ 前項の場合、「事業者」も自らの費用により、原因究明の調査を行い、その結果に関

して「市」に報告の上、「市」の承諾を得る。 

４ 「事業者」の調理した給食の摂取が原因で第三者に損害を与えた場合（調理時におけ

る加熱等が不十分な場合及び調理、配送時における異物混入等の場合を含む。）、「事

業者」はこれを賠償するものとし、「市」が当該第三者に対し損害金を支払い又は損害

賠償義務等を負担したときは、「市」の請求により当該損害賠償金又は損害賠償債務の

金額に相当する金額を支払わなければならない。ただし、「事業者」がその責めに帰す

べき事由によらないことを明らかにした場合（配送後の異物混入及び検収後明らかとな

った調達食材の異常の場合を含む。）又は原因解明に最善の努力を尽くしてもなお責任
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の所在が明らかにならない場合でその結果に関し「市」の承諾を得た場合には、「市」

に対して当該損害賠償金又は損害賠償債務の金額に相当する金額を支払う義務を負わな

い。 

５ 「事業者」の調理した給食の摂取が原因で第三者に損害を与えた場合における、「給

食の運営業務」ができない期間の「維持管理費相当分」及び「給食運営費相当分」の支

払及び損害賠償（前項により「市」が「事業者」に対して求償できるものを除く。）は、

以下のとおりとする。 

(１) 「市」は、「市」の責めに帰すべき事由による場合、「維持管理費相当分」及び「給

食運営費相当分」については、「給食の運営業務」ができない期間において「事業者」

が出費を免れた費用を控除した金額を支払うものとし、かつ、「事業者」の「市」に対

する損害賠償請求を妨げない。 

(２) 「市」は、「市」及び「事業者」の責めに帰すことのできない事由による場合、及

び「事業者」が原因解明に最善の努力を尽くしてもなお責任の所在が明らかにならない

場合で、原因解明につき第３項の「市」の承諾を得た場合、「維持管理費相当分」及び

「給食運営費相当分」については、「給食の運営業務」ができない期間において「事業

者」が出費を免れた費用を控除した金額を支払うものとし、その他、「市」又は「事業

者」による損害賠償請求はない。 

(３) 前２号以外の場合、別紙２に基づき、「維持管理費相当分」及び「給食運営費相当

分」を減額することができるものとし、かつ、「市」の事業者に対する損害賠償請求を

妨げない。 

６ 前項の場合で、第61条、第62条及び別紙７に定める「維持管理費相当分」及び「給食

運営費相当分」の請求書を「市」が受領するときまでに、「市」又は「事業者」のいず

れの責めに帰すべき事由によるものかが判明しないとき又は原因不明の結果に関して

「市」の承諾が得られないときは、「市」は、「事業者」に対し、「事業者」の請求に

基づく「維持管理費相当分」及び「給食運営費相当分」について、その支払のうち、合

理的な範囲について留保する。ただし、当該食中毒等が前項第１号又は２号の事由によ

るものであることが判明した場合には、「市」は、「維持管理費相当分」及び「給食運

営費相当分」に係る未払い部分を、「事業者」の請求により支払う。 

 

（アレルギー対応食） 

第57条 「事業者」は、「市」が指定する児童生徒に対して、「市」が作成した献立に基

づいて、アレルギー対象食材を除去したアレルギー対応食の調理を行い提供する。 

 

（アレルギー対応食による事故） 

第58条 「市」からの情報通知の過誤及び遅延又は「市」が実施する食材調達及び配膳に

より発生したアレルギー対応食による事故若しくは突発的な発症による事故については、

「市」がその責任（事故発生に関する原因究明及び再発防止とともに、被害者が被った

損害等、当該事故と因果関係のある損害の賠償責任をいう。以下本条において同じ。）
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を負う。 

２ 正確な情報通知がなされていたにも関わらず、アレルギー対応食の調理段階での過誤、

配送先の誤り等によって生じた事故については、「事業者」がその責任を負う。 

 

（給食の提供の遅延等の場合） 

第59条 「事業者」は、「本施設」を稼働して給食を調理し児童生徒等に提供することが

遅延する場合（不可能な場合を含む。）は、速やかに、給食提供の代替措置を講じるな

ど、影響を最小限にするよう努力しなければならない。 

２ 前項の事態が生じることが確実な場合は、「事業者」においてその事態が判明した時

点で、「市」に報告をしなければならない。 

３ 代替措置の内容については、「市」と「事業者」の協議により決定する。 

４ 第１項の遅延等が、「事業者」の責めに帰すべき事由による場合、代替措置に係る費

用は「事業者」の負担とする。ただし、当該遅延等が、「市」の責めに帰すべき事由に

よる場合は、増加費用は「市」の負担とし、「法令」変更及び「不可抗力」に起因する

場合は、それぞれ第８章及び第９章に定める負担とする。 

 

第６章 「サービス購入費」の支払い 

 

（「施設整備費相当分」の支払い） 

第60条 「市」は、「事業者」に対し、第３章及び第４章に規定する業務に対する「施設

整備費相当分」（総額金2,527,953,248円。ただし、「本契約」の定めにより変更される

ことがある。）のうち、金353,025,000円を、「本施設」の引き渡し完了後速やかに一時

金として支払い、残額金2,174,928,248円を、平成22年10月又は11月（支払対象期間：平

成22年７月から平成22年９月分）を第１回とし、平成37年４月又は５月（支払対象期間：

平成36年10月から平成37年３月分）を最終回とする、年２回・全30回に分け、別紙７に

規定する方法に従って支払う。ただし、「本施設」の引渡し遅延が発生した場合、「施

設整備費相当分」の支払時期及び支払金額について見直しを行う。 

 

（「維持管理費相当分」の支払い） 

第61条 「市」は、「事業者」に対し、第５章に規定する業務に対する「維持管理費相当

分」（総額金813,139,855円。ただし、「本契約」の定めにより変更されることがある。）

を、平成22年10月又は11月（支払対象期間：平成22年７月から平成22年９月分）を第１

回とし、平成37年４月又は５月（支払対象期間：平成37年１月から平成37年３月分）を

最終回とする、年４回（初年度の支払対象期間は平成22年７月分から同年９月分、同年

10月分から同年12月分及び平成23年１月分から同年３月分の年３回）・全59回に分け、

別紙７に規定する方法に従って支払う。なお、「本施設の維持管理業務」の実施より発

生する光熱水費は、「給食運営費相当分」に含まれる。 
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（「給食運営費相当分」の支払い） 

第62条 「市」は、「事業者」に対し、第５章に規定する業務に対する「給食運営費相当

分」（固定料金2,850,021,994円及び別紙７に基づく変動料金。ただし、「本契約」の定

めにより変更されることがある。）を、前条の定めるところに従って支払う。なお、「給

食の運営業務」の実施より発生する光熱水費は、「給食運営費相当分」に含まれる。 

 

（「サービス購入費」の改定） 

第63条 本事業に係る「サービス購入費」は、別紙７に基づき改定される。 

 

（「維持管理費相当分」及び「給食運営費相当分」の減額） 

第64条 「市」は、第47条に定める「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」に

対する「市」のモニタリングの結果により、別紙２に基づき、「維持管理費相当分」及

び「給食運営費相当分」を減額することができる。 

 

（「維持管理費相当分」及び「給食運営費相当分」の返還） 

第65条 「市」は、「事業者」から提出された「業務報告書」に虚偽の記載があることが

判明し、「市」がこれを「事業者」に対して通知した場合、「事業者」は、「市」に対

して、当該虚偽記載がなければ「市」が前条の規定に従い減額し得た「維持管理費相当

分」及び「給食運営費相当分」部分を速やかに返還しなければならない。 

 

第７章 契約期間及び契約の終了 

 

第１節 契約期間 

 

（契約期間） 

第66条 「本契約」の「契約期間」は、名取市議会における「本契約」議案の議決の日か

ら平成37年3月31日までとする。 

 

（期間満了時の取扱い） 

第67条 「事業者」は、「本契約」終了にあたり、「市」が継続的に「本施設の維持管理

業務」及び「給食の運営業務」を行うことができるよう、「本施設の維持管理業務」及

び「給食の運営業務」に係る必要事項を「市」に説明するとともに、「事業者」が使用

した「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」に関する操作要領、申し送り事

項その他の関係資料の一切を「市」に提供する等、「本施設の維持管理業務」及び「給

食の運営業務」の引き継ぎに必要な協力をする。 

 

（終了手続に係る費用の負担） 

第68条 「本契約」の終了に際し、「本契約」の終了手続に伴い発生する諸費用等につい
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ては、「事業者」がこれを負担する。 

 

第２節 「事業者」の事由による契約終了 

 

（「事業者」の事由による契約終了） 

第69条 次に掲げるいずれかの事由が「事業者」に生じた場合、「市」は、「本施設」の

引渡しの前後を問わず、「本契約」の全部を解除し終了させ、又は解除せずに「事業者」

の契約上の地位を「市」が選定した第三者に移転させることができる。 

(１) 「事業者」が本事業を放棄し、30日間以上にわたりその状態が継続した場合 

(２) 「事業者」に係る破産手続開始、会社更生手続開始、民事再生手続開始、特別清

算手続開始その他の倒産法制上の手続について、「事業者」の取締役会でその申立て

を決議した場合又はその他第三者（「事業者」の取締役を含む。）によりその申立て

がなされた場合 

(３) 「事業者」が、支払不能又は支払停止となった場合 

(４) 「事業者」が、故意又は重大な過失により、各業務報告書、財務書類、請求書等

に著しい虚偽記載を行ったことが明らかになった場合 

(５) 前各号に掲げる場合のほか、客観的に見て、「事業者」が「本契約」に違反し、

その違反により「本契約」の目的を達することができないと「市」が認めた場合 

 

（施設引渡し前の「本契約」解除） 

第70条 「本施設」の「市」への引渡し前に、「事業者」の責めに帰すべき事由により、

次に掲げる事項のいずれかが発生した場合、「市」は、「事業者」に対して書面による

通知をした上で「本契約」の全部を解除し終了させ、又は解除せずに「事業者」の契約

上の地位を「市」が選定した第三者に移転させることができる。 

(１) 「事業者」が、「全体スケジュール表」に記載された「工事開始予定日」を過ぎ

ても「本件工事」に着手せず、「市」が30日以上の相当の期間を定めて「事業者」に

催告したにもかかわらず、「事業者」から「市」が満足すべき合理的説明、対応がな

されない場合 

(２) 「事業者」の責めに帰すべき事由により、「本施設」の「引渡予定日」に「本契

約」に従って「本施設」の引渡しがなされず、「市」が30日以上の相当の期間を定め

て「事業者」に催告したにもかかわらず、引渡しがなされない場合、又は客観的に見

て「本施設」の「引渡予定日」まで引渡しがなされる見込みが明らかに存在しないと

「市」が認めた場合 

２ 「本施設」の「市」への引渡しがなされる前に、前条又は前項により「本契約」が解

除された場合、「事業者」は、「市」に対して「施設整備費相当分」（ただし、金利支

払額を除く。）の100分の10に相当する金額を違約金として支払う。また、「市」は、「本

施設」の出来高部分が存在する場合（完成後引渡前の場合も含む。）、これを検査の上、

その全部又は一部を買い受けることができるものとし、当該出来高部分の買受代金と上
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記違約金を相殺することができる。相殺後に買受代金に残額があれば、「市」は、相殺

後の残額を「本契約」解除前の支払スケジュールに従って支払うものとする。 

３ 「市」が被った損害の額が前項の違約金の額を超過する場合は、「市」はかかる超過

額について「事業者」に損害賠償を求めることができる。 

４ 本条第２項の定めにかかわらず、「本施設」の整備状況から見て「本件土地」の原状

（更地）回復が社会通念上合理的であると認められる場合、「市」は、「事業者」に対

し、「本件土地」を原状（更地）回復するよう請求できる。かかる場合においては、「事

業者」は、当該原状回復の費用を負担する。 

５ 前項の場合において、「事業者」が正当な理由なく、相当の期間内に原状回復を行わ

ないときは、「市」は、「事業者」に代わって原状回復を行うことができ、これに要し

た合理的な費用を「事業者」に求償することができる。この場合においては、「事業者」

は、「市」の原状回復について異議を申し出ることができない。 

 

（施設引渡し後の「本契約」解除） 

第71条 「本施設」の引渡し後に、「事業者」の責めに帰すべき事由により、次に掲げる

事項のいずれかが発生した場合、「市」は、「事業者」に対して書面による通知をした

上で「本契約」の全部を解除し終了させ、又は解除せずに「事業者」の契約上の地位を

「市」が選定した第三者に移転させることができる。 

(１) 「事業者」の責めに帰すべき事由により、連続して30日以上又は１年間において

90日以上、「事業者」による「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」が、

第47条に定めるモニタリングの実施の結果、「要求水準書等」及び「入札提案書類」

に定められた業務水準を満たしていないと認められる状況が存在する場合 

(２) 別紙２の事業契約の解除に該当するいずれかの事由が生じた場合 

(３) 「事業者」の責めに帰すべき事由により、前２号以外の理由により、「本契約」

の履行が困難であると認められた場合 

２ 「本施設」の引渡し後に、第69条又は前項により「本契約」が解除された場合、「事

業者」は、「本契約」締結時点での「維持管理費相当分」（年額）及び「給食運営費相

当分」（年額）の100分の10に相当する金額を違約金として「市」に対して支払う。「市」

が被った損害の額が当該違約金の額を超過する場合は、「市」はかかる超過額について

「事業者」に損害賠償を求めることができる。なお、「市」は、「サービス購入費」の

うち「施設整備費相当分」の未払いの金額及び当該終了の日までに履行された「本施設

の維持管理業務」及び「給食の運営業務」がある場合には、当該「本施設の維持管理業

務」及び「給食の運営業務」に係る部分（日割計算するものとする。）の未払いの金額

を、第60条ないし第62条及び別紙７の定めに基づき、「本契約」解除前の支払スケジュ

ールに従って支払う。 

３ 「本施設」の引渡し後に、第69条又は本条第１項により「本契約」が解除された場合

であっても、「市」は、「本施設」の所有権を保持するものとし、「事業者」は受領済

の「サービス購入費」を返還しない。 
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４ 「本施設」の「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」開始後に「事業者」

の責めに帰すべき事由により「本契約」が解除され、かつ、「事業者」の責めに帰すべ

き事由により「本施設」が損傷している場合、「事業者」は、「市」に対して「本施設」

の修復に必要な合理的な修繕費を支払う。ただし、全壊した場合又は損傷がひどく修繕

を施しても利用が困難と客観的に判断された場合は、「事業者」の責任と費用負担によ

り「本施設」を更新しなければならない。 

 

第３節 「市」の事由による契約終了 

 

（「市」の事由による契約終了） 

第72条 「市」が、「本契約」上の重要な義務（「サービス購入費」の支払等を含むが、

これに限らない。）に違反した場合、「事業者」は「市」に対して30日以上の期間を定

めて「市」において当該違反行為を是正すべき旨を書面で通知する。当該期間中におい

てかかる違反行為が是正されない場合、「事業者」は、「市」に対して書面による通知

をした上で「本契約」の全部を解除し終了することができる。ただし、この場合、「本

施設」が完成している場合（引渡し前でも、「本施設」が完成している場合を含む。）

には、「市」は、「本施設」の所有権を保持し、「本施設」が未完成である場合には、

「市」は出来高部分を検査の上、当該検査に合格した部分の所有権を「市」がすべて取

得する。また、「事業者」は受領済の「サービス購入費」を返還しない。 

２ 前項に基づき「本契約」が終了した場合、「市」は、「事業者」に対し、当該終了に

より「事業者」が被った損害を賠償する。この場合においても、「市」は、「本施設」

が完成しているときには、「サービス購入費」のうち「施設整備費相当分」の未払いの

金額（ただし、「本施設」が未完成であるときは、出来高部分に相応する金額。）及び

当該終了の日までに履行された「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」があ

る場合には、当該「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」に係る部分（日割

計算するものとする。）の未払いの金額を、第60条ないし第62条及び別紙７の定めに基

づき、「本契約」解除前の支払スケジュールに従って支払う。 

 

第４節 「市」による任意解除 

 

（「市」による任意解除） 

第73条 「市」は、「事業者」に対して、180日以上前に通知を行うことにより、他に特段

の理由を有することなく「本契約」を解除することができる。この場合、「本施設」が

完成している場合（引渡し前でも、「本施設」が完成している場合を含む。）には、「市」

は、「本施設」の所有権を保持し、「本施設」が未完成である場合には、「市」は出来

高部分を検査の上、当該検査に合格した部分の所有権を「市」がすべて取得する。また、

「事業者」は受領済の「サービス購入費」を返還しない。 

２ 前項に基づき「本契約」が終了した場合、「市」は、「事業者」に対し、当該終了に
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より「事業者」が被った損害を賠償する。 

３ 「市」は、「本施設」の完成、未完成に関わらず、「サービス購入費」のうち「施設

整備費相当分」の未払いの金額（ただし、「本施設」が未完成であるときは、出来高部

分に相応する金額）を、第60条及び別紙７の定めに基づき、「本契約」解除前の支払ス

ケジュールに従って支払う。 

４ 本条第１項に基づき「本契約」が終了した場合、終了の日までに履行された「本施設

の維持管理業務」及び「給食の運営業務」がある場合には、当該「本施設の維持管理業

務」及び「給食の運営業務」に係る部分（日割計算するものとする。）の未払いの金額

を、第61条、第62条及び別紙７の定めに基づき、「本契約」解除前の支払スケジュール

に従って支払う。 

 

第５節 「法令」変更による契約終了 

 

（「法令」変更による契約終了） 

第74条 第77条第１項の協議にもかかわらず、「本契約」の締結後における「法令」変更

により、「市」が「本事業」の継続が著しく困難若しくは不可能と判断した場合又は「本

契約」の履行のために多大な費用を要すると判断した場合、「市」は、「事業者」と協

議の上、「本契約」の全部を解除して終了させることができる。 

２ 「本施設」が完成している場合（引渡し前でも、「本施設」が完成している場合を含

む。）には、「市」は、「本施設」の所有権を保持し、「本施設」が未完成である場合

には、「市」は出来高部分を検査の上、当該検査に合格した部分の所有権をすべて取得

する。また、「事業者」は受領済の「サービス購入費」を返還しない。 

３ 「市」は、「本施設」の完成、未完成に関わらず、「サービス購入費」のうち「施設

整備費相当分」の未払いの金額（ただし、「本施設」が未完成であるときは、出来高部

分に相応する金額）を、第60条及び別紙７の定めに基づき、「本契約」解除前の支払ス

ケジュールに従って支払う。 

４ 「事業者」がすでに「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」又は当該各業

務に着手するための初期投資を開始している場合、「市」は、「本施設の維持管理業務」

及び「給食の運営業務」のための合理的な範囲に係る初期投資費用及び「本施設の維持

管理業務」及び「給食の運営業務」を終了させるために要する費用並びに当該終了の日

までに履行した「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」に係る対価（日割計

算するものとする。）の未払額を「事業者」に支払うものとし、その支払方法について

は、「市」及び「事業者」の協議により決定する。上記の初期投資費用を「市」が支払

った場合、市が補填する初期投資額で調達した物品等（清掃用具等を含むがこれに限ら

ない。）の所有権は「市」に移転するものとし、「事業者」は、「市」による当該費用

の支払と同時に当該物を引き渡す。 
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第６節 「不可抗力」による契約終了 

 

（「不可抗力」による契約終了） 

第75条 第79条第１項の協議にもかかわらず、「本契約」の効力発生後における「不可抗

力」により、「市」が「本事業」の継続が著しく困難若しくは不可能と判断した場合又

は「本契約」の履行のために多大な費用を要すると判断した場合、「市」は、「事業者」

と協議の上、「本契約」の全部を解除して終了させることができる。 

２ 「本施設」が完成している場合（引渡し前でも、「本施設」が完成している場合を含

む。）には、「市」は、「本施設」の所有権を保持し、「本施設」が未完成である場合

には、「市」は出来高部分を検査の上、当該検査に合格した部分の所有権をすべて取得

する。また、「事業者」は受領済の「サービス購入費」を返還しない。 

３ 「市」は、「本施設」の完成、未完成に関わらず、「サービス購入費」のうち「施設

整備費相当分」の未払いの金額（ただし、「本施設」が未完成であるときは、出来高部

分に相応する金額）を、第60条及び別紙７の定めに基づき、「本契約」解除前の支払ス

ケジュールに従って支払う。 

４ 「事業者」がすでに「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」又は当該業務

に着手するための初期投資を開始している場合、「市」は、「本施設の維持管理業務」

及び「給食の運営業務」のための合理的な範囲に係る初期投資費用及び「本施設の維持

管理業務」及び「給食の運営業務」を終了させるために要する費用並びに当該終了の日

までに履行した「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」に係る対価（日割計

算するものとする。）の未払いの金額を「事業者」に支払うものとし、その支払方法に

ついては、「市」及び「事業者」の協議により決定する。上記の初期投資費用を「市」

が支払った場合、当該初期投資に係る物（清掃用具等を含むがこれに限らない。）の所

有権は「市」に移転するものとし、「事業者」は、「市」による当該費用の支払と同時

に当該物を引渡す。 

 

第８章 「法令」変更 

 

（「法令」変更に係る通知の付与） 

第76条 「事業者」は、「本契約」の効力発生日以降に「法令」の変更により、「要求水

準書等」及び「設計図書」に従い「本施設」の建設若しくは工事ができなくなった場合、

「要求水準書等」に従い「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」が実施でき

なくなった場合又はそれらの実施のために過分の費用を要すると認められる場合若しく

はそれらのおそれがあると認められる場合、その内容の詳細を記載した書面をもって直

ちに「市」に対して通知する。 

２ 「市」及び「事業者」は、前項の通知がなされた時点以降、「本契約」に基づく自己

の義務が適用「法令」に違反することとなった場合、履行期日における義務が当該適用

「法令」に違反する限りにおいて、その履行義務（ただし、「本施設」が完成している
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場合における、「施設整備費相当分」の支払義務を除く。）を免れる。ただし、「市」

及び「事業者」は、「法令」変更により相手方に発生する損害を最小限にするよう努力

しなければならない。 

 

（「法令」変更に係る協議及び増加費用の負担） 

第77条 「市」は、「事業者」から前条第１項に定める通知を受領した場合、直ちに調査

を行い、当該通知の内容が事実と合致しているか否か等について確認した上で、当該「法

令」変更に対応するために、速やかに「本施設」の設計、建設、「引渡予定日」、「本

契約」等の変更、「本契約」、「設計図書」等の変更及び必要な増加費用の負担（以下、

本条において「対応策」という。）について、「事業者」と協議する。 

２ 前項の協議にかかわらず、「法令」変更の施行の日から30日以内に「対応策」につい

ての合意が成立しない場合、「市」は、その「対応策」を決定して「事業者」に通知し、

「事業者」は、当該「対応策」に従う。 

３ 前項により「市」が決定する「対応策」における増加費用の負担は、次のとおりとす

る。 

(１) 「市」は、「本事業」に直接的影響を及ぼす「法令」変更により生じた増加費用

を負担する。ただし、法人税の変更等、租税に係る「法令」変更により生じた増加費

用は、「事業者」が負担する。なお、法人に関する事業税について外形標準課税が導

入された場合においても、当該導入により生じる増加費用は、すべて「事業者」が負

担するものとする。ここで、外形標準課税とは、現在、所得を基準として課税してい

る法人事業税について、付加価値や資本金等の外形基準によって課税しようとする課

税方法をいう。 

(２) 「市」は、「消費税等」に関する「法令」変更により生じた増加費用を負担する。

ただし、「本施設」の引渡し後に、「消費税等」に関する「法令」変更により生じた

「施設整備費相当分」に係る「消費税等」の増加費用は、「市」は負担しないものと

する。 

 

第９章 「不可抗力」 

 

（「不可抗力」に係る通知の付与） 

第78条 「事業者」は、「不可抗力」（「事業者」が、善良な管理者の注意義務を尽くし

ても回避できないような第三者による損害も含む。）により、「要求水準書等」及び「設

計図書」に従い「本施設」の建設若しくは工事ができなくなった場合、「要求水準書等」

に従い「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」が実施できなくなった場合又

はそれらの実施のために過分の費用を要すると認められる場合若しくはそれらのおそれ

があると認められる場合、その状況の詳細を記載した書面をもって「市」に対して通知

する。 

２ 「市」及び「事業者」は、「不可抗力」により履行できなくなった義務を免れる。「市」
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又は「事業者」は、「不可抗力」により相手方に発生する損害を最小限にするよう努力

をしなければならない。 

 

（「不可抗力」に係る協議及び増加費用の負担） 

第79条 「市」は、「事業者」から前条第１項に定める通知を受領した場合、直ちに調査

を行い、当該通知の内容が事実と合致しているか否か等について確認した上で、当該状

況に対応するために、速やかに「本契約」並びに「設計図書」等の変更、「本施設」の

修繕及び必要な増加費用の負担（以下、本条において「対応策」という。）について、

「事業者」と協議する。 

２ 前項の協議にかかわらず、当該状況が発生した日から30日以内に「対応策」について

の合意が成立しない場合、「市」は、その「対応策」を決定して「事業者」に通知し、

「事業者」は、当該「対応策」に従う。 

３ 前項により「市」が決定する「対応策」における増加費用の負担は、次のとおりとす

る。 

(１) 施設引渡前においては、「施設整備費相当分」（ただし、金利支払額を除く。）

の100分の１までの増加費用（「不可抗力」が複数回生じた場合にあっては、増加費用

の累計額が「施設整備費相当分」の100分の１までとなる額）は「事業者」の負担とし、

それを超える額については「市」の負担とする。 

(２) 「本施設」の引渡後においては、「本施設の維持管理業務」に係る「対応策」につ

き、「事業年度」の「維持管理費相当分」の100分の１までの増加費用（「不可抗力」

が複数回生じた場合にあっては、増加費用の累計額が「事業年度」の「維持管理費相

当分」の100分の１までとなる額）を「事業者」の負担とし、それを超える額について

は「市」の負担とする。 

(３) 「本施設」の引渡後においては、「給食の運営業務」に係る「対応策」につき、「事

業年度」の「給食運営費相当分」の100分の１までの増加費用（「不可抗力」が複数回

生じた場合にあっては、増加費用の累計額が「事業年度」の「給食運営費相当分」の

100分の１までとなる額）を「事業者」の負担とし、それを超える額については「市」

の負担とする。 

(４) 前３号にかかわらず、第三者による損害賠償、保険又は政府による支援等により

損害がてん補されたときは、増加費用に当該てん補金額を充当した後の残金のうち、

「施設整備費相当分」、「事業年度」の「維持管理費相当分」又は「事業年度」の「給

食運営費相当分」のそれぞれ100分の１までの額を「事業者」の負担とし、それを超え

る額については「市」は当該残金額について責任を負うものとする。 

 

（「不可抗力」への対応） 

第80条 「事業者」は、前条第１項及び第２項に定める「対応策」が決定されるまでの間、

「不可抗力」による「本事業」への影響を早期に除去し、損害を最小限に抑えるべく、

適切な対応を行う。 
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第10章 確認事項 

 

（「事業者」による事実の確認） 

第81条 「事業者」は、「市」に対して、「本契約」の効力発生日現在において、次の事

実を確認する。 

(１) 「事業者」が、日本国の法律に基づき適法に設立され、有効に存在する法人であ

り、かつ、自己の財産を所有し、「本契約」を締結し及び「本契約」の規定に基づき

義務を履行する権限及び権利を有していること。 

(２) 「事業者」による「本契約」の締結及び履行は、「事業者」の目的の範囲内の行

為であり、「事業者」が「本契約」を締結し、履行することにつき「法令」上及び「事

業者」の社内規則上要求されている一切の手続を履践したこと。 

(３) 「本契約」の締結及び「本契約」に基づく義務の履行が「事業者」に適用のある

「法令」に違反せず、「事業者」が当事者であり、若しくは「事業者」が拘束される

契約その他の合意に違反せず、又は「事業者」に適用される判決、決定若しくは命令

の条項に違反しないこと。 

(４) 「本契約」は、その締結により適法、有効かつ拘束力ある「事業者」の債務を構

成し、「本契約」の規定に従い強制執行可能な「事業者」の債務が生じること。 

２ 「事業者」は、「本契約」に基づく債権債務が消滅するに至るまで、次の事項を「市」

に対して確認する。 

(１) 「本契約」を遵守すること。 

(２) 「事業者」は、「市」の事前の承諾なしに、「本契約」上の地位及び「本事業」

等について「市」との間で締結した契約に基づく契約上の地位並びにこれらの契約に

基づく債権について、これを譲渡、担保提供又はその他の処分をしないこと。 

 

（「市」による事実の確認） 

第82条 「市」は、「事業者」に対して、「本契約」の効力発生日現在において次の事実

を表明し保証する。 

(１) 「本契約」の締結又は履行に必要な債務負担行為が名取市議会において決議され

ていること。 

(２) 「本契約」は、適法、有効かつ拘束力ある「市」の債務を構成すること。 

２ 「市」は、「本契約」に基づく一切の債権債務が消滅するに至るまで、「本施設の整

備業務」、「本施設の維持管理業務」及び「給食の運営業務」に必要な「市」の維持すべ

き許認可を維持することを「事業者」に対して確認する。 

３ 「市」は、前条第２項第２号に定める「事業者」による「本契約」上の地位及び「本

事業」等についての「市」との間で締結した契約に基づく地位の譲渡、担保提供又はそ

の他の処分についての承諾について、合理的な理由なく承諾を留保、拒絶又は遅延しな

いものとする。 

４ 「市」は、「本契約」期間中、「本契約」の本旨に従った債務の不履行が生じないよう
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合理的な努力を行うものとする。 

 

第11章 その他 

 

（公租公課の負担） 

第83条 「本契約」に関連して生じる公租公課は、「本契約」に別段の定めがある場合を

除き、すべて「事業者」の負担とし、「市」は、「本契約」の定めに従い「サービス購

入費」を支払うほか、「本契約」に関連して生じる公租公課を別途負担しない。 

 

（協議） 

第84条 「本契約」において、「市」及び「事業者」による協議が必要な事由が発生した

場合、「市」及び「事業者」は、速やかに協議の開催に応じなければならない。 

２ 「市」及び「事業者」は、「本契約」の実施にあたって疑義が生じた場合は、誠意を

もって協議しなければならない。 

 

（関係者協議会の設置） 

第85条 「市」及び「事業者」は、必要と認めるときは、「本事業」の実施に関する協議

を行うために、関係者協議会を設置することができる。 

２ 「市」及び「事業者」は、「本契約」の効力発生後、速やかに、関係者協議会の組織・

運営に必要な事項を定める。 

３ 「市」は、必要に応じて関係者協議会を招集する。 

４ 「事業者」は、必要があると判断したときは、「市」に対し関係者協議会の招集を請

求することができる。 

 

（契約上の権利義務の譲渡等） 

第86条 「事業者」は、「市」の事前の書面による承諾がある場合を除き、「本契約」上

の地位及び「本契約」に係る権利義務の全部又は一部を第三者に譲渡し、担保権を設定

し又はその他の処分をしてはならない。ただし、「法令」等に反しない範囲で、「事業

者」が「金融機関等」に対して担保権を設定する場合、「市」は、合理的理由なく書面

による承諾を留保、拒絶又は遅延してはならない。 

 

（株主の制限） 

第87条 「事業者」は、「市」の事前の書面による承諾がある場合を除き、合併、株式交

換・移転、会社分割、事業譲渡その他の会社の基礎の変更をしてはならない。また、「事

業者」は、「市」の事前の書面による承諾がある場合を除き、「本契約」効力発生日現

在の出資者以外の者に対して新株、新株予約権、新株予約権付社債の発行並びにその他

「事業者」の株主構成割合に変更をもたらす可能性のある証券の割り当てを行わない。 
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（「金融機関等」との協議） 

第88条 「市」は、「本事業」の継続性を確保するため、「事業者」に対し資金提供する

「金融機関等」と協議を行い、直接協定を締結することができる。 

２ 「市」は、「本事業」の円滑な実施及び継続のため、「事業者」に対し資金提供する

「金融機関等」と協議し、「事業者」が「金融機関等」と締結予定の契約において、以

下の場合の事前通知と協議に関する事項を定める。 

(１) 貸付契約上の「金融機関等」に対する「事業者」の債務の履行を担保するため、

「金融機関等」が「事業者」に担保を提供させる場合 

(２) 「金融機関等」が、貸付契約を解除し、又は「事業者」より提供を受けた担保権

を実行する場合 

(３) 「市」、「事業者」又は「金融機関等」が、「本契約」に定める保険に係る保険

金を受領する場合（受領保険金の使途について協議する。） 

(４) 「金融機関等」が、貸付契約に関して、「事業者」に対し損害賠償を請求し、又

は貸付契約を解除しようとする場合 

(５) 「市」が、「本契約」に関し、「事業者」に対し損害賠償を請求し、又は「本契

約」を解除しようとする場合 

 

（「事業者」の経営状況に係る報告） 

第89条 「事業者」は、「契約期間」中、毎「事業年度」の財務書類（会社法第435条第２

項に定める計算書類及び事業報告書）を作成し、当該「事業年度」の最終日から起算し

て３ヵ月以内に、「市」に提出しなければならない。 

 

（「事業者」の経営状況に対する「市」のモニタリング） 

第90条 「市」は、前条に基づき提出された財務書類による財務状況の確認により、必要

があると認められる場合は、「事業者」に対し財務状況の改善を勧告できる。かかる勧

告がなされた場合、「事業者」は、速やかに財務状況改善計画書を「市」に提出して、

その確認を受け、当該改善計画を適切に実行する。 

２ 本条の「市」が行うモニタリングに要する費用は「市」の負担とする。 

 

（秘密保持） 

第91条 「市」及び「事業者」は、互いに「本事業」に関して知り得た相手方の営業上及

び技術上の秘密に属する一切の事項及び情報（「本事業」に関して知る前にすでに自ら

保有していたもの、「本事業」に関して知る前に公知であったもの、「本事業」に関し

て知った後正当な権利を有する第三者から何らの秘密保持義務を課されることなく取得

したもの、法律・政令・規則・条例上の要請又は官公署の命令等により開示を要請され

たものは除く。）を自己の役員及び従業員、自己の代理人及びコンサルタント、「本施

設の整備業務」、「本施設の維持管理業務」並びに「給食の運営業務」の実施者、又は

自己の出資者、並びに「本事業」に関し「事業者」に融資する「金融機関等」及びその
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代理人又はコンサルタント以外の第三者に漏らし、又は「本契約」の履行以外の目的に

使用してはならない。ただし、「市」又は「事業者」が「法令」等に基づき開示する場

合又は相手方の書面による事前の承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 「事業者」は、「本契約」に基づく業務の履行において知り得た「個人情報」を第三

者に漏らしてはならない。また、「事業者」が「本契約」に基づいて、業務の全部又は

一部を第三者に委託、あるいは請け負わせる場合等、「事業者」以外の第三者が「本事

業」の履行に関わる場合、「事業者」は、自らの責任において、当該第三者がその知り

得た「個人情報」を他に漏洩することのないようにしなければならない。 

 

（著作権等） 

第92条 「市」は、「本施設」の「設計図書」及び「竣工図書」その他「本契約」に関し

て「市」の要求に基づき作成される一切の書類（以下、「設計図書等」という。）につ

いて、「市」の裁量により利用する権利及び権限を有するものとし、その利用の権利及

び権限は、「本契約」の終了後も存続するものとする。 

２ 前項の「設計図書等」が著作権法（昭和45年法律第48号。その後の改正を含む。）第

２条第１項第１号に定める著作物に該当する場合、著作権法第２章及び第３章に規定す

る著作者の権利は、著作権法の定めるところによるものとする。 

３ 「事業者」は、「市」が当該「設計図書等」を次の各号に掲げるところにより無償で

利用することができるようにしなければならず、自ら又は著作権者（「市」を除く。以

下本条において同じ。）をして、著作権法第19条第１項又は第20条第１項に定める権利

を行使し又はさせてはならない。 

(１) 成果物、「本施設」の内容を公表し、官公庁の求めに応じ提出すること。 

(２) 「本施設」の完成、増築、改築、更新、修繕等のために必要な範囲で、「市」及

び「市」の委託する第三者をして複製、頒布、改変、翻案その他の修正をすること。 

(３) 「本施設」を写真、模型、絵画その他の媒体により表現すること。 

(４) 「本施設」を増築し、改築し、修繕若しくは模様替え、更新により改変し、又は

取り壊し、あるいは消去すること。 

４ 「事業者」は、自ら又は著作者をして、次の各号に掲げる行為をなし又はさせてはな

らない。ただし、あらかじめ「市」の承諾を得た場合は、この限りでない。 

(１) 本条第１項に掲げるもの並びに「本施設」の内容を公表すること。 

(２) 本条第２項の著作物に係る著作権を第三者に譲渡し、又は承継させること。 

(３) 「本施設」に「事業者」又は著作権者の実名又は変名を表示すること。 

 

（著作権等の侵害の防止） 

第93条 「事業者」は、その作成する成果物及び関係書類が、第三者の有する著作権等を

侵害するものではないことを「市」に対して保証する。 

２ 「事業者」の作成する成果物及び関係書類が第三者の有する著作権等を侵害し、第三

者に対して損害の賠償又は必要な措置を講じる必要が生じたときは、「事業者」は、そ



 （４０） 

の賠償額を負担し、又は必要な措置を講ずるものとする。 

 

（特許権等の使用） 

第94条 「事業者」は、「市」が第三者の権利を侵害することなく「本施設」を使用する

ため、特許権等の工業所有権の対象となっている技術等を使用するときは、その使用に

関する一切の責任を負うものとし、第三者の有する当該技術等を侵害し、第三者に対し

てその損害の賠償を行い、又は必要な措置を講じなければならないときは、「事業者」

がその賠償額を負担し、又は必要な措置を講ずるものとする。 

 

第12章 雑則 

 

（請求、通知等の様式その他） 

第95条 「本契約」並びにこれに基づき締結される一切の合意に定める請求、通知、報告、

回答、申出、承諾、勧告、催告、要請、契約終了通知及び解除は、書面により行わなけ

ればならない。なお、「市」及び「事業者」は、かかる請求等の宛先を各々相手方に対

して別途通知するものとする。 

２ 「本契約」の履行に関して「市」と「事業者」の間で用いる計量単位は、「設計図書」

に特別の定めがある場合を除き、計量法（平成４年法律第51号。その後の改正を含む。）

に定めるものとする。 

 

３ 期間の定めについては、民法（明治29年法律第89号。その後の改正を含む。）及び会

社法の定めるところによるものとする。 

４ 「本契約」の履行に関して用いる時刻は日本標準時とする。 

５ 「本契約」の履行に関して「市」と「事業者」との間で用いる言語は、日本語とする。 

６ 「本契約」に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする。 

 

（遅延利息） 

第96条 「市」又は「事業者」が、「本契約」の各条項に基づき、相手方に対して支払う

べき金員を所定の期日までに支払わないときは、未払いの金額につき遅延日数に応じ、

政府契約の支払遅延防止等に関する法律第８条（昭和24年法律第256号。その後の改正を

含む。）に定める率（法改正により率の変更があれば変更後の率による。）により計算

した額を、遅延損害金として相手方に対して支払わなければならない。なお、計算にあ

たっては、１年を365日とする。 

 

（解釈） 

第97条 「本契約」に定めのない事項及び「本契約」の解釈に関して疑義が生じた場合、

「市」及び「事業者」は、その都度、誠意をもって協議し、これを決定する。 

２ 「本契約」、「基本協定書」、「入札説明書」、「要求水準書」及び「入札提案書類」
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の間に齟齬がある場合、「本契約」、「基本協定書」、「入札説明書」、「要求水準書」

及び「入札提案書類」の順にその解釈が優先するものとする。また、「本契約」、「基

本協定書」、「入札説明書」及び「要求水準書」に定めがない場合、質問回答書のうち

契約書（案）に係る部分に基づき解釈し、当該解釈は「入札提案書類」に優先するもの

とする。 

３ 前項の規定に係わらず「要求水準書等」の各資料間で記載内容に矛盾、齟齬が存在す

る場合、「市」及び「事業者」は、協議の上かかる記載内容に関する事項を決定する。 

 

（準拠法） 

第98条 「本契約」は、日本国の「法令」に準拠するものとし、日本国の「法令」に従っ

て解釈する。 

 

（管轄裁判所） 

第99条 「本契約」に関する紛争については、仙台地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所

とする。 
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別紙一覧 

 

別紙１ 「設計図書」 

別紙２ モニタリング及びペナルティの考え方 

別紙３ 「本事業」期間中の保険 

別紙４ 「竣工図書」 

別紙５ 目的物引渡書 

別紙６ 保証書 

別紙７ 「サービス購入費」の内容及び支払方法、改定 
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別紙１ 「設計図書」 

（第11条関係） 

 

１ 基本的事項決定時に提出する図書 

(１) 建物設計 

設計条件整理表、官庁等打合せ記録書、平面計画図、立・断面計画図、構造・仕上・

仕様概要書、設計概要説明書、工事概要書（建設工事工程表） 等 

(２) 電気設備設計 

設計条件整理表、官庁等打合せ記録書、設備計画図、設計概要説明書 等 

(３) 機械設備設計 

設計条件整理表、官庁等打合せ記録書、設備計画図、設計概要説明書 等 

(４) 配置設計 

配置計画図、外構計画図（整地・構内通路・駐車場・植栽・雨水排水等）、屋外電

気設備計画図、屋外機械設備計画図、設計概要説明書 等 

(５) 工事費概算書 

 

２ 実施設計終了時に提出する図書 

(１) 建築（総合） 

仕様書、仕様概要書、仕上表、面積表及び求積表、敷地案内図、配置図、平面図（各

階）、断面図、立面図（各面）、矩計図、展開図、天井伏図、平面詳細図、部分詳細図、

建具表、備品計画図 等 

(２) 建築（構造） 

構造設計図、伏図（各階）、軸組、各部断面図、標準詳細図、各部詳細図、構造計算

書、仕様書 等 

(３) 電気設備 

仕様書、敷地案内図、配置図、受変電設備図、非常電源設備図、幹線系統図、動力

設備系統図、動力設備平面図（各階）、弱電設備系統図、弱電設備平面図（各階）、火

報等設備系統図、火報等設備平面図（各階）、昇降機等の設備図、屋外設備図、各種

計算書 等 （該当するもの） 

(４) 給排水衛生設備 

敷地案内図、配置図、給排水衛生設備配管系統図、給排水衛生設備配管平面図（各

階）、消火設備系統図、消火設備平面図（各階）、汚水処理設備図、特殊設備設計図、

部分詳細図、屋外設備図、各種計算書 等 （該当するもの） 

(５) 空調換気設備 

敷地案内図、配置図、空調設備系統図、空調設備平面図（各階）、換気設備系統図、

換気設備平面図（各階）、特殊設備設計図、部分詳細図、屋外設備図、各種計算書 等 

（該当するもの） 

(６) 確認申請図書（控） 
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建築（総合）、建築（構造）、電気設備、給排水衛生設備、空調換気設備 等 （該当

するもの） 

(７) 特別の法令上の手続き等の図書（控） 

許認可申請に係わる手続き、防災評定に係わる手続き、構造評定に係わる手続き、

材料・工法・性能の認定に係わる手続き 等 （該当するもの） 

(８) 特殊分野の設計の図書 

敷地造成設計、外構・植裁設計、サインの設計、その他特別の建築・設備設計 等 （該

当するもの） 

(９) 特別の資料 

施設の維持管理に関連する資料、透視図、特別に詳細な設計説明資料、その他特別

の建築・設備設計に必要な資料 等 （該当するもの） 

(10) 関係者への説明の資料 

近隣住民・各種関係者など第三者への説明資料、その他特別の計画説明資料 等 （該

当するもの） 

(11) その他の図書（控） 

特殊構造の採用に伴う専門機関の認定及び評定 等 （該当するもの） 

(12) 工事の数量等が把握できる資料（工事費内訳書） 

建築（総合）、建築（構造）、電気設備、給排水衛生設備、空調換気設備 等 （該当

するもの） 

 

※ 提出する図書は上記の内容を予定しているが、その他必要な事項等については、事業

者との協議による。 

※ 基本的事項決定時に提出する図書、実施設計終了時に提出する図書とも、提出時の体

裁、部数等については、別途「市」の指示するところによる。 
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別紙２ モニタリング及びペナルティの考え方 

（第15条・第25条・第47条・第56条・第64条・第71条関係） 

 

１ モニタリング 

(１) モニタリングの実施 

市は、事業者が定められた業務を確実に実施し、事業契約書及び要求水準書に規定

された水準並びに入札提案書類において入札参加者が提案した水準（以下「所定水準」

という。）を達成しているか否かを確認するとともに、事業者の財務状況を把握する

ため、事業の実施状況のモニタリングを行う。 

 

(２) モニタリングの費用の負担 

市が行うモニタリングに係る費用は、全て市の負担とする。 

 

(３) 施設の整備業務に関するモニタリング 

１) 調査・設計時 

ア 市は、施設が所定水準に従い設計されていることを確認する。 

市は、当該確認を行うために、施設の設計状況その他について、事業者に事前

に通知したうえで、事業者に対してその説明を求めることができるものとし、ま

た上記確認のため必要な書類の提出を求めることができる。 

イ 事業者は、アに定める設計状況その他についての説明及び市による確認の実施

につき、市に対して最大限の協力を行うものとし、また設計企業をして、市に対

して必要かつ合理的な説明及び報告を行わせる。 

事業者は、調査及び設計（基本的事項決定と実施設計）の完了時その他必要に

応じて随時、アの市による確認ができる報告書及び設計図書等を市に提出し、市

に内容の確認を受ける。 

また、事業者は、建築基準法に基づく建築確認等の書類作成を行い、建築確認

等の申請を行うとともに、市に事前説明及び事後報告を行う。 

ウ 市は、ア、イに基づき説明及び報告等を受け、指摘事項がある場合には、適宜

これを事業者に伝え、又は意見を述べることができる。 

エ 市は、事業者への説明要求、事業者による説明の実施を理由として、施設の設

計の全部又は一部について、何らの責任を負うものではない。 

２) 建設時 

ア 市は、新設工事に先立ち要求水準書に示す着工前業務が完了していることを確

認する。 

イ 市は、工事の進捗状況について、随時、事業者に対して報告を要請することが

でき、事業者は、市の要請があった場合には速やかに報告を行わなければならな

い。 

また、市は、施設が設計図書に従い建設されていることを確認するために、工
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事について、事業者に事前に通知したうえで、事業者又は建設企業に対して中間

確認の実施と、その報告を求めることができる。 

ウ 市は、建設期間中、随時、事業者に対して質問をし、工事について説明を求め

ることができる。 

事業者は、市から係る質問を受領した後14日（14日目が市の閉庁日の場合はそ

の翌開庁日）以内に、市に対して回答を行わなければならない。 

市は、事業者の回答内容が合理的でないと判断した場合、協議を行うことがで

きる。 

エ 市は、建設期間中、事業者に対する事前の通知を行うことなく、随時、工事に

立ち会うことができる。ただし、立ち会い開始に際しては、現場において事業者

の現場責任者に連絡し、その安全管理上の指示に従うものとする。 

オ イ、ウ、エに定める報告、中間確認、説明、又は立ち会いの結果、建設状況が

所定水準の内容を逸脱していることが判明した場合、市は、事業者に対してその

是正を求めることができ、事業者は、これに従わなければならない。 

カ 事業者は、建設期間中に実施する施設の検査又は試験について、事前に市に対

して通知するものとし、市は、当該検査又は試験に立ち会うことができる。 

キ 市は、事業者への説明要求又は工事への立ち会いを理由として、施設の設計、

建設の全部又は一部について何らの責任を負担するものではない。 

ク 事業者は、中間確認及び建設状況の確認の実施について、市に対して最大限の

協力を行うものとし、また必要ある場合には、建設企業をして、市に対して必要

かつ合理的な説明及び報告を行わせるものとする。 

３) 竣工時 

ア 市は、施設の竣工時に、事業者によって建設された施設について、所定水準を

達成しているか否かを確認する。 

イ 事業者は、アに定める市による確認の実施につき、市に対して最大限の協力を

行うものとする。 

ウ これら、施設の竣工時における、市による確認の実施に関する詳細は、事業契

約書別紙4「竣工図書」によるものとする。 

 

(４) 施設の維持管理及び給食の運営業務に関するモニタリング 

市は、事業者によって実施される施設の維持管理業務及び給食の運営業務について、

所定水準に基づき適正かつ確実なサービス提供がなされているかを確認するため、以

下のモニタリングを行う。 

１) モニタリングの対象となる業務 

（施設の維持管理業務） 

ア 建築物保守管理業務（修繕業務を含む。） 

イ 建築設備保守管理業務（修繕業務を含む。） 

ウ 附帯施設保守管理業務（修繕業務を含む。） 
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エ 調理設備・食器食缶等・施設備品保守管理業務（調理設備の修繕業務、食器食

缶等の修繕・補充業務、施設備品の修繕業務を含む。） 

オ 清掃業務 

カ 警備業務 

キ 上記各項目に伴う各種申請等業務 

 

（給食の運営業務） 

ア 食材検収補助業務 

イ 調理業務（下処理業務及び配缶業務を含む。） 

ウ 衛生管理業務 

エ 配送・回送業務 

オ 洗浄・残滓処理業務 

カ 運営備品調達業務等（配送車輌の調達及び維持管理を含む） 

キ 開業準備業務 

ク 上記各項目に伴う各種申請等業務 

なお、給食の運営等に関して市が直接実施する主な業務は、献立作成業務、食材調

達業務、食材検収業務、配膳業務及び給食費の徴収管理業務、食数調整等とする。ま

た、米飯・パン・牛乳については、（財）宮城県学校給食会から学校へ直接搬入され

るため、本事業の給食の運営等業務に含まない。 

 

２) モニタリングの方法 

各業務に対するモニタリングの実施項目は、原則として要求水準書によるものと

するが、具体的な内容については、市と事業者で協議して決定する。 

市は、各業務の実施段階に応じて、事業者が提出する業務報告書（月報）及び業

務報告書（四半期報）等の確認及び業務現場への立入検査等によってモニタリング

を行う。 

ア 事業者からの業務報告書の提出 

事業者は、事業契約等に基づき、各業務の実施結果を記録した業務報告書を作

成し市に提出する。各業務報告書の提出期限は下表のとおりとする。 

なお、業務報告書の内容は、事業者の提案に基づき、事業契約の締結後に、市

と事業者で協議をして、市が決定する。 

区分 提出期限 

業務報告書 

（月報） 

毎月の業務終了後、翌月の10日（10日が閉庁日の場合はその翌

開庁日）までとする。 

業務報告書 

（四半期報） 

毎四半期の業務終了後、翌月の10日（10日が閉庁日の場合はそ

の翌開庁日）までとする。 
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イ 市のモニタリング 

市の行うモニタリングは、下表のとおりとする。 

区分 方 法 

モニタリング 

（月次） 

事業者から提出された業務報告書（月報）を確認するほか、必

要に応じて、業務現場への立入検査や事業者に説明等を求める

ことにより、施設の状況及び当該月の業務実施状況を確認する

ことがある。 

なお、業務現場への立入検査を行う場合は、事前に実施日時を

通知する。 

モニタリング 

（四半期報） 

事業者から提出された業務報告書（四半期）を確認するほか、

業務現場への立入検査や事業者に説明等を求めることにより、

施設の状況及び当該四半期の業務実施状況を確認する。 

なお、業務現場への立入検査は、事前に実施日時を通知する。 

モニタリング 

（随時） 

月次及び四半期のモニタリングとは別に、必要に応じて随時、

業務現場への立入検査や事業者に説明等を求めることにより、

施設の状況及び業務実施状況を確認することがある。 

なお、業務現場への立入検査を行う場合は、事前に実施日時を

通知する。 

３) モニタリングの結果についての対応 

① 所定水準が達成されていると市が判断した場合の業務確認の通知 

モニタリングの結果、所定水準が達成されていると市が判断した場合、市

は事業者に対して、業務報告書（月報）及び業務報告書（四半期報）の受付

日（適正な業務報告書の提出を受けた日）から７日（７日目が閉庁日の場合

はその翌開庁日）以内に、業務の履行を確認した旨の通知（以下「業務確認

の通知」という。）を行う。 

② モニタリングにより所定の水準が達成されていない又は達成されない恐れ

があると市が判断した場合は、是正勧告、サービス購入費の減額、サービス

購入費の支払の停止及び事業契約の解除等の措置を行うものとする。 

 

(５) 財務の状況に関するモニタリング 

ア 事業者は、事業期間中、毎事業年度の財務書類を作成し、当該事業年度の最終

日から起算して３か月以内に、（３か月目が閉庁日の場合はその翌開庁日）市に

提出しなければならない。 

イ 市は、アに基づき提出された財務書類による財務状況の確認により、必要があ

ると認められる場合は、事業者に対し財務状況の改善を勧告できる。係る勧告が

なされた場合、事業者は、速やかに財務状況改善計画書を市に提出して、その確

認を受け、当該改善計画を適切に実行することとする。 
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２ ペナルティ（サービス購入費の減額等） 

(１) 業務不履行の定義 

業務不履行の定義は、以下のとおりとする。 

区分 レベル 

レベル４：給食を提供できなかった場合 提供不全 

レベル３：給食を提供することはできたが、指定時間内に給食を配送

できなかった場合 

レベル２：是正しなければ給食提供に重大な影響を及ぼすことが想定

される場合 

所定水準 

未達成 

レベル１：是正しなければ給食提供に軽微な影響を及ぼすことが想定

される場合 

具体的な内容は、以下のとおりである。 

１) レベル４ 

事業者の責めに帰すべき事由により、児童生徒等が喫食できなかった場合 

２) レベル３ 

事業者の責めに帰すべき事由により、給食を提供することはできたが、市が指定

する学校の給食開始時刻までに配送できなかった場合 

３) レベル２ 

給食提供へ支障が生じる可能性がある場合及び衛生管理等が不十分である場合 

４) レベル１ 

衛生管理等に問題はなく、給食提供へ支障が生じる可能性はないものの、所定水

準を満たすサービスの提供がされていない場合 

 

（２) 業務不履行の判断 

１) 提供不全の判断 

ア 提供不全の場合は、市が指定した各学校への給食の未提供又は遅配が確認され

た時点において、レベル４又はレベル３のいずれかについて判断する。 

イ 提供不全の場合、市は事業者に対して、速やかに是正勧告を行う。 

２) 所定水準未達成の判断 

モニタリングの結果、所定水準が達成されていないと市が判断した場合、市は事

業者に対して、業務報告書（月報）及び業務報告書（四半期報）の受付日（適正な

業務報告書の提出を受けた日）又は所定水準が達成されていないと市が判断した日

から７日（７日目が閉庁日の場合はその翌開庁日）以内に、是正勧告を行う。 

ただし、次の場合は是正勧告を行わない。 

ア 予め市の承諾を得た作業等によって、やむを得ず所定水準を達成するサービス

の提供がされなかった場合 

イ 市の責めに帰すべき事由により所定水準を達成するサービスの提供がされな

かった場合 
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ウ 見学者の責めに帰すべき事由により所定水準を達成するサービスの提供がさ

れなかった場合 

エ 不可抗力又は法令変更によって、やむを得ず所定水準を達成するサービスの提

供がされなかった場合 

 

(３) 是正勧告 

１) 改善計画書の提出 

事業者は、原則として是正勧告を受けた日から３日（３日目が閉庁日の場合はそ

の翌開庁日）以内に、改善方法及び改善期日等を記した改善計画書を市に提出し、

速やかに改善作業に取り掛からなければならない。 

また、改善期日は、原則として改善計画書の提出日から５日（５日目が閉庁日の

場合はその翌開庁日）以内とする。 

ただし、市は、改善計画書の提出及び改善期日を、是正勧告の内容及び改善計画

書の内容に応じて早めたり遅らせたりすることができるものとする。 

２) 改善計画書に基づく対応状況の報告等 

事業者は、改善期日までに、改善計画書に基づく対応状況を市に報告する。 

市は、原則として報告のあった日の翌開庁日に業務現場への立入検査を実施し、

改善結果を確認する。 

ア 業務現場への立入検査の結果、提供不全及び所定水準の未達成が解消された

と市が判断した場合、市は事業者に対して、速やかに業務確認の通知を行う。 

イ 業務現場への立入検査の結果、提供不全及び所定水準の未達成が解消されて

いないと市が判断した場合、速やかに是正勧告（２回目以降）を行う。 

 

（４) サービス購入費の減額 

１) 提供不全によるペナルティポイント 

市が指定した各学校への給食の未提供又は遅配が確認された時点において、当該

提供不全が事業者の責めに帰すべき事由による場合には、市は、事業者に対して是

正勧告を行うとともに、事業者にペナルティポイントを計上する。 

なお、このペナルティポイントは翌四半期には繰り越されないものとする。 

また、市及び事業者は、ペナルティポイントの計上に関して、必要に応じて協議

することができるものとする。 

表１ 提供不全によるペナルティポイント 

影響を受けた給食数の割合※ レベル４ レベル３ 

１％未満(０％を含まず) １.０ ０.５ 

１％以上５％未満 ２.０ １.０ 

５％以上10％未満 ３.０ １.５ 

10％以上 ４.０ ２.０ 
※当該給食提供日において未提供又は遅配の給食数／当該年度の４月における最大の

提供給食数 
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ア 食中毒事故による提供不全の場合のペナルティポイント 

一つの食中毒事故の発生による提供不全の場合におけるペナルティポイント

は、営業停止期間がともなう場合（当該食中毒事故の発生日及び営業停止期間

が２四半期にまたがる場合を含む）であっても、当該食中毒事故の発生日が含

まれる四半期に、一つの食中毒事故の発生につき一括して８ポイントを計上し、

このペナルティポイントは翌四半期には繰り越されないものとする。 

なお、当該食中毒事故の発生による提供不全が市の責めに帰すべき事由又は

不可抗力による場合には、ペナルティポイントを計上しない。 

２) 所定水準未達成によるペナルティポイント 

上記の（３) ２） イに基づいて是正勧告（２回目以降）が行われた場合、市は、

是正勧告（２回目以降）の翌日から所定水準の未達成が解消されたことが確認でき

た業務現場への立入検査の前日までの日数（市の閉庁日を除く）に、表２に示すポ

イント数を乗じて算出したポイントをペナルティポイントとして計上する。 

なお、このペナルティポイントは翌四半期には繰り越されないものとし、２四半

期にまたがってペナルティポイントが計上される場合、当該ペナルティポイントは

各四半期に分けて計上する。 

また、市及び事業者は、ペナルティポイントの計上に関して、必要に応じて協議

することができるものとする。 

表２ 所定水準未達成によるペナルティポイント 

ポイントの期間 レベル２ レベル１ 

１日当たり ２ １ 

３) 合計ペナルティポイントに応じた減額 

当該四半期における表１と表２の合計ペナルティポイントにより、市は事業者に

対して、表３のとおり減額等の措置を講じる。 

表３ 合計ペナルティポイントによる減額等 

合計ペナルティポイント サービス購入費の減額等 

４未満 減額の措置を講じない 

４以上 ８未満 20％ 

８以上 
当該四半期分のサービス購入費の支払停止 

20％ 

ア 減額の対象 

減額の措置の対象は、施設維持管理費相当分と給食運営費相当分の合計額とす

る。 

イ 算定式 

当該四半期に、表３のサービス購入費の減額（20％）が生じた場合の算定式は、

以下のとおりとする。 

（施設維持管理費相当分＋（給食運営費相当分の固定料金＋給食運営費相当分の

減額前の変動料金））×20％＋（未提供給食数×１食当たりの変動料金の単価） 
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① 合計ペナルティポイント４未満の場合の未提供給食数による減額 

表３のサービス購入費の減額は生じないが、「未提供給食数×１食当たりの

変動料金の単価」の減額を行うものとする。 

② 食中毒事故による未提供食数 

食中毒事故の発生の場合の上記算定例における未提供給食数は、当該食中毒

事故の発生日及び営業停止期間の予定給食数の全数とし、当該食中毒事故の発

生日及び営業停止期間が２四半期にまたがる場合であっても、当該食中毒事故

の発生日が含まれる四半期に一括して計上する。 

ウ 支払停止が発生した場合 

支払停止が発生した場合、翌四半期における合計ペナルティポイントが４未

満であるときは、当該四半期分のサービス購入費に支払停止措置が発生した四

半期の減額の措置後のサービス購入費を加算して支払う。 

（５) 運営企業の変更 

市は、以下に掲げる事由のいずれかに該当する場合には、催告を要せず直ちに運

営企業の変更を行うことができる。 

１) 支払停止の措置が発生した翌四半期に合計ペナルティポイントが４以上の場合 

２) 運営企業の責めに帰すべき事由により食中毒、アレルギー対応の誤り等による

重大な事故（死者又は重傷者の発生）による場合 

 

（６) 事業契約の解除 

市は、以下に掲げる事由のいずれかに該当する場合には、催告を要せず直ちに事

業契約の解除を行うことができる。 

１) 事業者が、上記の（３) １）に基づく改善計画書の提出期限内に改善計画書を

市に対して提出しなかったため、市が上記の（３) ２） イ に準じて是正勧告（２

回目）を行なった場合において、係る再度の是正通告に基づく改善計画書の提出期

限内に事業者が改善計画書を提出しない場合 

２) 事業者が、上記の（３) １） に基づく改善計画書において定めた期限までに業

務の不履行の状態の改善及び復旧が確認されなかったため、市が上記の（３) ２） 

イ に基づいて是正勧告（２回目）を行なった場合において、係る再度の是正通告

に基づき市に対して提出された事業者の改善計画書において定めた期限までに、市

において当該業務の不履行の状態の改善及び復旧を確認できない場合 

３) 上記(５)により運営企業の変更を行った後に、支払停止の措置が発生した場合 
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別紙３ 「本事業」期間中の保険 

（第18条・第42条関係） 

 

「本事業」期間中に「事業者」が付保する保険は以下のとおりである。 

段

階 
保険名称 

要

求 

提

案 
対応･付保内容 契約者 被保険者 期間 補償(保証)限度額 

履行保証保険 ○  

本契約に定められ

た契約上の債務の

履行を保証。 

事業者 市 

設計・

建設期

間 

施設整備費相当額の100

分の10 

免責：なし 

建設工事保険 ○  

不測かつ突発的な

事故によって工事

の目的物等に生じ

た損害を補償。 

事業者 

もしくは 

建設者 

事業者、

建設者、

市 

工事開

始予定

日～引

渡予定

日 

本施設の建設工事費 

免責：10万円 

対人 1名 

1事故 

対物 1事故 

1億円 

10億円 

1億円 

設

計 

・

建

設

段

階 
請負業者賠償

責任保険 
○  

本施設の建設工事

により第三者に与

えた損害について

法律上の賠償責任

を負担することに

より被る損害を補

償。 

事業者 

もしくは 

建設者 

事業者、

建設者、

市 

工事開

始予定

日～引

渡予定

日 

免責： なし 

対人 1名 

1事故 

対物 1事故 

1億円 

20億円 

10億円 

総合賠償責任

保険 
○ ○ 

施設業者賠償責任

保険 

 

昇降機賠償責任保

険 

 

請負業者賠償責任

保険 

 

生産物賠償責任保

険（食中毒特定感染

症利益担保特約条

項付帯） 

事業者 

事業者、

運営者、

維持管理

者、市 

維持管

理・運

営期間 

免責： なし 

 

維 

持 

管 

理 

･ 

運 

営 

個人情報漏洩

保険 
 ○ 

個人情報を漏洩し

た場合の対応費用

や第三者への損害

賠償を補償。 

事業者 

事業者、 

運営者、

市 

維持管

理・運

営期間 

1億円/1事故（期間中） 

情報漏洩対応費用 

10,000千円/1事故（期

間中） 

免責：なし 
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別紙４ 「竣工図書」 

（第36条関係） 

 

１ 竣工時に提出する図書 

(１) 完成届 

(２) 鍵及び工具等引渡書 

(３) 官公署・事業会社の許可書類一覧表 

(４) 検査試験成績書 

(５) 保守点検指導書（操作マニュアル等） 

(６) 保証書 

(７) 消防法施行規則第31 条の3第4項の規定による検査済証 

(８) 完成図（竣工図） 

(９) 工事記録写真 

(10) 工事竣工写真 

(11) 建築基準法第6条第1項または同法第6条の2第1項の規定による確認通知書（副本） 

(12) 建築基準法第7条第5項または第7条の2第5項の規定による検査済証 

(13) 建築士法第20条第2項の規定による工事監理報告書 

(14) 責任者届け 

(15) 緊急連絡先一覧表 

(16) 工事関係者一覧表 

(17) 備品予備品明細書 

(18) 竣工引き渡し書・受領書 

(19) 引き渡し目録 

(20) 主要資機材一覧表 

(21) 内外仕上げ材一覧表 

 

※ 提出する図書は上記の内容を予定しているが、その他必要な事項等については「事業者」

との協議による。 

※ 提出時の体裁、部数等については、別途「市」の指示するところによる。 
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別紙５ 目的物引渡書 

（第37条関係） 

 

目 的 物 引 渡 書 

 

平成●年●月●日 

 

名取市長 佐々木 一十郎 殿 

 

事業者  住 所 

名 称 

代表者 

 

 

「事業者」は、以下の施設を、（仮称）名取市新学校給食共同調理場整備等事業におけ

る事業契約第37条の規定に基づき、下記引渡年月日付で引き渡します。 

 

施 設 名 称 （仮称）名取市新学校給食共同調理場 

施 設 場 所 名取市 

引渡年月日 平成●年●月●日 

名 取 市 
  

立 

 

会 

 

人 

事 業 者 

 

 

 

 

● 殿 

 

上記引渡年月日付で、上記の施設の引渡しを受けました。 

 

名取市長 佐々木 一十郎 



 （５６） 

別紙６ 保証書 

（第40条関係） 

 

保 証 書 

 

（保証） 

第１条 ●（建設業者）（以下、「保証人」という。）は、名取市（以下、「市」という。）

と●（特別目的会社）（以下、「事業者」という。）が平成●年●月●日付で締結した

（仮称）名取市新学校給食共同調理場整備等事業における事業契約（以下、「事業契約」

という。）第40条に基づいて「事業者」が「市」に対して負う瑕疵担保責任（以下、「主

債務」という。）について、これを連帯して保証する。なお、本保証書において使用す

る用語については、「事業契約」における定義に従うものとする。 

 

（通知） 

第２条 工期の変更、延長、工事の中止その他の「事業契約」の内容（主債務の内容を含

む。）に変更が生じた場合、「市」は、遅滞なく「保証人」に変更内容を通知する。「事

業契約」の内容に変更が生じたときは、これに従って本保証債務の内容も当然に変更さ

れるものとする。 

 

（保証債務履行の請求） 

第３条 「市」は、保証債務の履行を請求しようとするときは、「保証人」宛保証債務履

行請求書を提出する。「保証人」は、主債務が金銭の支払を内容とする債務である場合、

上記請求書を受領した日から３０日以内に当該請求に係る債務の履行を完了し、それ以

外の場合は、上記請求書を受領した日から３０日以内に当該請求に係る債務の履行を開

始し又は終了するものとする。 

 

（代位等） 

第４条 「保証人」は、「市」の承認を得た場合を除き、「事業契約」に基づく「事業者」

の債務がすべて履行されるまで、代位によって取得した権利を行使しない。 

 

（本保証書の解約及び終了） 

第５条 「保証人」は、本保証書を解約又は撤回することができない。 

２ 本保証は、「事業契約」に基づく「事業者」の債務が終了又は消滅した場合、終了す

る。 

 

（管轄裁判所） 

第６条 本保証書に関する紛争に関する訴訟については、仙台地方裁判所を第一審の専属

管轄裁判所とする。 
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（準拠法） 

第７条 本保証書は、日本国の法令に準拠するものとし、日本国の法令に従って解釈する。 

 

 

 以上の証として本保証書を2部作成し、「保証人」は、これに署名、押印し1部を「市」

に差し入れ、1部を自ら保有する。 

 

 

平成●年●月●日 

 

名取市長 佐々木 一十郎 殿 

 

 

 

保証人：●（建設業者） 
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別紙７ 「サービス購入費」の内容及び支払方法、改定 

（第13条･第56条・第60条･第61条･第 62条･第63条･第 71条･第 72条･第73条･第 74条･第75条関係） 

 

(１) 支払の構成 

市の事業者に対する支払（サービス購入費）は、施設整備費相当分、維持管理費相

当分及び給食運営費相当分で構成される。なお、それぞれに含まれる項目は、以下の

とおりである。 

事業者に対する支払（サービス購入費）の内訳 

施設整備費相当分 

 Ａ 施設の整備業務に対するサービス購入費（一時金分と割賦金分からなる） 

  ア 調査業務及び関連業務 

  イ 設計業務及び関連業務 

  ウ 建設業務（附帯施設を含む。）及び関連業務 

  エ 調理設備設置・食器食缶等調達業務 

  オ 施設備品調達業務 

  カ 工事監理業務 

キ 周辺家屋影響調査・対策   

ク 電波障害調査・対策 

  ケ 近隣対応・対策 

  コ 所有権移転業務 

  サ 上記各項目に伴う各種申請等業務 

  シ その他費用 
事業者の開業に要する諸費用、建中金利・保険料、事業者の資金調達に要す
る諸費用、その他施設の整備業務に関して初期投資として必要となる諸費用 

 Ａ’施設の整備業務に関する消費税及び地方消費税（一時金分と割賦金分からなる） 

 

Ｂ 施設の整備業務に関する金利支払額（一時金分を除く割賦金分のみ） 
上記Ａ（一時金分を除く割賦金分のみ）とＡ’（一時金分を除く割賦金分のみ）
の合計額を割賦元本とした元金均等方式による金利支払額 

維持管理費相当分 

 Ｃ 施設の維持管理業務に対するサービス購入費 

  ア 建築物保守管理業務（建築物の修繕業務を含む。） 

  イ 建築設備保守管理業務（建築設備の修繕業務を含む。） 

  ウ 附帯施設保守管理業務（附帯施設の修繕業務を含む。） 

  エ 調理設備・食器食缶等・施設備品保守管理業務（調理設備の修繕業務、食器
食缶等の修繕・補充業務、施設備品の修繕業務を含む。） 

  オ 清掃業務 

  カ 警備業務 

  キ 上記各項目に伴う各種申請等業務 

  ク その他費用 
事業者の管理費(人件費、一般管理費、事務費、保険料等)、法人税・法人の
利益に対して係る税金・税引後利益、その他施設の維持管理業務に関して必要
となる諸費用 

 Ｃ’施設の維持管理業務に関する消費税及び地方消費税 
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給食運営費相当分 

 Ｄ 給食の運営業務に対するサービス購入費 

  ア 調理業務（下処理業務及び配缶業務を含む。） 

  イ 衛生管理業務 

  ウ 配送・回送業務 

  エ 洗浄・残滓処理業務 

  オ 運営備品調達業務（食器食缶等調達業務を除く。） 

  カ 開業準備業務 

キ 上記各項目に伴う各種申請等業務   

ク 光熱水費（維持管理に係る費用を含む） 

  ケ その他費用 
事業者の管理費(人件費、一般管理費、事務費、保険料等)、法人税・法人の
利益に対して係る税金・税引後利益、その他給食の運営業務に関して必要とな
る諸費用 

 Ｄ’給食の運営業務に関する消費税及び地方消費税 

 

(２) 施設整備費相当分 

１) 建設一時金 

ア 支払内容 

市は、施設整備費相当分のうち建設一時金として、353,025千円（消費税及び地

方消費税を含む。）を、施設の引渡しの完了後速やかに事業者に一括して支払う。

なお、この金額は平成20年度の交付金基準額をもとに算定した数値であり、実際

の支払い額は、平成22年度の基準額により算定した数値とする。 

イ 支払手続き 

① 事業者は、施設の引渡しの完了後速やかに、市に対して請求書を送付する。 

② 市は、適法な請求書を受理した日から40日以内に支払うものとする。 

２) 割賦金 

ア 支払内容 

市は、施設整備費相当分の総額のうち上記の建設一時金を控除した額を、割賦

金として、「Ａ 施設の整備業務に対するサービス購入費」の割賦金分と「Ａ’施

設の整備業務に関する消費税及び地方消費税」の割賦金分及び「Ｂ 施設の整備業

務に関する金利支払額」の合計額を、施設の引渡しの完了の翌日から事業契約の

完了までの15年間にわたって、年２回・計30回の元金均等方式で事業者に支払う。 

なお、「Ｂ 施設の整備業務に関する金利支払額」は、「Ａ 施設の整備業務に

対するサービス購入費」の割賦金分と「Ａ’施設の整備業務に関する消費税及び

地方消費税」の割賦金分の合計額を割賦元本とした元金均等方式による金利支払

額であることに留意すること（※ 消費税の割賦元本化）。このため、市は、施設

の引渡し後に､消費税率の変更があっても、施設整備費相当分に関する消費税及び

地方消費税の変更は行わない。 

イ 支払手続き 
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① 事業者は、毎年度の９月末日の翌日（４月から９月分）及び３月末日の翌日

（10月から３月分）からそれぞれ30日以内に、市に対して請求書を送付する。 

② 市は、適法な請求書を受理した日から40日以内に支払うものとする。 

３) 施設の整備業務に関する金利支払額の算定及び改定 

ア 「Ｂ 施設の整備業務に関する金利支払額」の利率は、基準金利の利率と提案

によるスプレッドの合計とする。 

イ 基準金利の利率は、午前10時現在の東京スワップ・レファレンス・レート（Ｔ．

Ｓ．Ｒ）としてTelerate17143ページに表示されている「６か月ＬＩＢＯＲベース

10年物（円／円）金利スワップレート（入札提案書類の提出時、初回の改定時）」

及び「６か月ＬＩＢＯＲベース５年物（円／円）金利スワップレート（２回目の

改定時）」とする。 

ウ 「Ｂ 施設の整備業務に関する金利支払額」にもちいる基準金利の利率は、平

成22年７月26日（施設の引渡し予定日・初回の改定時）の２銀行営業日前のレー

トと平成32年７月26日（基準金利の改定日・２回目の改定時）の２銀行営業日前

のレートを適用して改定を行う。 

エ なお、スプレッドの改定は行わない。 

オ 本契約に記載されている金額は、平成20年11月７日(金)に公表された基準金利

の利率を使用している。 

本契約に記載されている金額の基準金利の利率 

（平成20年11月7日に公表された基準金利） 
1.515 

入札（提案）に基づくスプレッド 1.000 

 
 

(３) 維持管理費相当分 

１) 支払内容 

市は、施設維持管理費相当分として、「Ｃ 施設の維持管理業務に対するサービス

購入費」と、「Ｃ'施設の維持管理業務に関する消費税及び地方消費税」の合計額

を、施設の引渡しの完了の翌日（施設の維持管理業務の開始日）から事業契約の完

了までの15年間にわたって、概ね５年毎に平準化した金額を事業者に年４回・計59

回で支払う。（初年度は年３回）具体的には、平成22年７月から平成27年３月まで、

平成27年４月から平成32年３月まで、平成32年４月から平成37年３月までの、各期

間の平準化した額とする。 

なお、施設の維持管理業務に対するサービス購入費には、これら業務に必要とな

る光熱水費は、含まない（(４)給食運営費相当分に含める）ものとする。 

２) 支払手続き 

ア 事業者は、毎月の維持管理業務終了後、翌月の10日（10日が閉庁日の場合はそ

の翌開庁日）までに、業務報告書（月報）を作成し、市に報告を行う。また、事

業者は、毎四半期の維持管理業務終了後、翌月の10日（10日が閉庁日の場合はそ

の翌開庁日）までに、業務報告書（四半期報）を作成し、市に報告を行う。 
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イ 市は、上記アの報告を受けてから７日（７日目が閉庁日の場合はその翌開庁日）

以内に、当該月のモニタリングの結果を通知する。 

ウ 事業者は、上記イの通知を受領後、速やかに市に対して請求書を送付する。 

エ 市は、適法な請求書を受理した日から30日以内に支払うものとする。 

３) 維持管理費相当分の支払額の改定 

ア 施設維持管理費相当分のうち「Ｃ 施設の維持管理業務に対するサービス購入

費」の支払額は、事業期間中の物価変動に対応して改定する。 

なお、施設維持管理費相当分のうち「Ｃ'施設の維持管理業務に関する消費税及

び地方消費税」の支払額は、「Ｃ 施設の維持管理業務に対するサービス購入費」

に、支払対象期間の消費税及び地方消費税率を乗じた額とする。 

イ 物価変動に使用する指数 

毎年の４月次の「消費税を除く企業向けサービス価格指数・建物サービス・確

報値」（日本銀行調査統計局）。 

ウ 改定を行う場合の指数の変動幅 

初回の改定は、本事業の入札日が属する年度（平成20年度４月）の指数に対し

て、第１回の支払が属する年度（平成22年度４月）の指数が±1.5％以上変動した

場合に改定する。 

２回目以降の改定は、前回改定時の指数に対して、毎年±1.5％以上変動した場

合に改定し、当該年度４月１日以降の支払額に反映させる。 

エ 計算式は以下のとおりとする。 

＜平成22年度の１回当たりの支払額の改定（１回目）＞ 

P22=P20×(CSPI22 /CSPI20 ) 

＜過去に一度も改定されていない場合の支払額の改定＞（１回目） 

Pn=P20×(CSPIn /CSPI20 ) 

＜既に改定されたことのある場合の支払額の改定＞（２回目以降） 

Pn=Pr×(CSPIn /CSPIr) 

P20 入札時の提案に基づく１回当たりの支払額 

P22 平成 22 年度の１回当たりの支払額 

Pn 平成 n 年度の１回当たりの支払額 

Pr 直前(直近)の支払額が改定された年度の１回当たりの

支払額 

CSPI22 平成 22 年４月の指数 

CSPIn 平成 n 年４月の指数 

凡例 

※ 改定率は、小数点第四位以下は切り捨てる｡ 

 ただし、平成23、27、32年度の改定においては、過去に一度も改定されていな

い場合の計算式を使用するものとする。 

(４) 給食運営費相当分 

１) 固定料金 
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ア 支払内容 

市は、給食運営費相当分の総額のうち固定料金として、「Ｄ 給食の運営業務に

対するサービス購入費」の固定料金分と「Ｄ’ 給食の運営業務に関する消費税及

び地方消費税」の固定料金分の合計額を、施設の引渡しの完了の翌日（給食の運

営業務の開始日）から事業契約の完了までの15年間にわたって、事業者に年４回・

計59回（初年度は年３回）の均等方式で支払う。 

固定料金には、給食の運営業務のうち、調理業務、衛生管理業務、配送・回送

業務、洗浄・残滓処理業務等に係る対価にあって、提供給食数に関係なく生じる

費用が該当するものと想定している。なお、固定料金には、これら業務に必要と

なる光熱水費を含むものとする。固定料金と変動料金の具体的な構成区分や割合

については、入札参加者の提案に委ねるものとする。 

イ 支払手続き 

① 事業者は、毎月の運営業務終了後、翌月の10日（10日が閉庁日の場合はその

翌開庁日）までに、業務報告書（月報）を作成し、市に報告を行う。また、事

業者は、毎四半期の運営業務終了後、翌月の10日（10日が閉庁日の場合はその

翌開庁日）までに、業務報告書（四半期報）を作成し、市に報告を行う。 

② 市は、上記①の報告を受けてから７日（７日目が閉庁日の場合はその翌開庁

日）以内に、当該月のモニタリングの結果を通知する。 

③ 事業者は、上記②の通知を受領後、速やかに市に対して請求書を送付する。 

④ 市は、適法な請求書を受理した日から30日以内に支払うものとする。 

⑤ 上記①から④の支払手続は、変動料金分と一括して行うものとする。 

２) 変動料金 

ア 支払内容 

市は、給食運営費相当分の総額のうち変動料金として、「Ｄ 給食の運営業務に

対するサービス購入費」の変動料金分と「Ｄ’ 給食の運営業務に関する消費税及

び地方消費税」の変動料金分の合計額を、施設の引渡しの完了の翌日（給食の運

営業務の開始日）から事業契約の完了までの15年間にわたって、事業者に年４回・

計59回（初年度は年３回）、「変動料金算定基準」に基づく方式で支払う。 

変動料金には、給食の運営業務のうち、提供給食数に応じて変動する費用が該

当するものと想定している。なお、変動料金には、これら業務に必要となる光熱

水費を含むものとする。 

イ 支払手続き 

 変動料金の支払手続は、１） 固定料金の①から④の支払手続と一括して行うも

のとする。 

３) 給食運営費相当分の支払額の改定 

ア 給食運営費相当分のうち「Ｄ 給食の運営業務に対するサービス購入費」の支

払額は、事業期間中の物価変動に対応して改定する。 

なお、給食運営費相当分のうち「Ｄ'給食の運営業務に関する消費税及び地方消
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費税」の支払額は、「Ｄ 給食の運営業務に対するサービス購入費」に、支払対象

期間の消費税及び地方消費税率を乗じた額とする。給食運営費相当分の支払額の

改定は、固定料金及び変動料金の双方を対象とする。 

イ 物価変動に使用する指数 

毎年の４月次の「消費税を除く企業向けサービス価格指数・労働者派遣サービ

ス・確報値」（日本銀行調査統計局）。 

ウ 改定を行う場合の指数の変動幅 

初回の改定は、本事業の入札日が属する年度（平成20年度４月）の指数に対し

て、第１回の支払が属する年度（平成22年度４月）の指数が±1.5％以上変動した

場合に改定する。 

２回目以降の改定は、前回改定時の指数に対して、毎年±1.5％以上変動した場

合に改定し、当該年度４月１日以降の支払額に反映させる。 

エ 計算式は以下のとおりとする。 

＜平成22年度の１回当たりの支払額の改定（１回目）＞ 

P22=P20×(CSPI22 /CSPI20 ) 

＜過去に一度も改定されていない場合の支払額の改定＞（１回目） 

Pn=P20×(CSPIn /CSPI20 ) 

＜既に改定されたことのある場合の支払額の改定＞（２回目以降） 

Pn=Pr×(CSPIn /CSPIr) 

P20 固定料金：入札時の提案に基づく１回当たりの支払額 

変動料金：入札時の提案に基づく１食当たりの単価 

P22 平成 22 年度の１回当たりの支払額 

Pn 平成 n 年度の１回当たりの支払額 

Pr 直前(直近)の支払額が改定された年度の１回当たりの

支払額 

CSPI22 平成 22 年４月の指数 

CSPIn 平成 n 年４月の指数 

凡例 

※ 改定率は、小数点第四位以下は切り捨てる｡ 

オ 光熱水費 

光熱水費については、消費者物価指数（総務省統計局）を使用し、運営費の改

定方法を準用する。 

４) 変動料金算定基準 

ア 「Ｄ 給食の運営業務に対するサービス購入費」の変動料金分は、各期（４月

から６月分、７月から９月分、10月から12月分、１月から３月分）における変動

料金の算定基礎となる食数の合計に入札参加者が提案する１食当たりの変動料金

の単価（消費税及び地方消費税を除く）を乗じた額とする。 

本契約に記載されている１食当たりの変動料金の単価（消費税及び地方消費税

を除く）は、事業者の提案により44.21円を使用している。なお、入札参加者が提
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案する１食当たりの変動料金の単価は、小数点以下は切捨てとする。 

１食当たりの変動料金の単価（消費税及び地方消費税を除く） 44.21円 

イ 提供給食数等 

① 提供給食数の定義 

提供給食数には、児童生徒用、教職員用、各学校の検食、市の職員用、試食

会・見学会・その他市が依頼する給食用等が含まれるものとし、市及び事業者

の検食用、事業者の職員用を含まない。 

なお、提供給食数に含まれない、市及び事業者の検食用は、「Ｄ 給食の運営

業務に対するサービス購入費」の固定料金分に含まれるものとし、事業者の職

員用は、別途、要請食数に応じて給食費を徴収する。 

② 提供対象者数及び提供給食数の保証 

市は、給食の運営業務期間中の各年度毎（５月１日時点）の提供対象者数（事

業者が給食を提供すべき児童生徒数と教職員数を合算した数）が6,000人以上

8,500人以下となることを保証する。 

また、１日当たりの提供給食数が8,500食を超える要求を行わない。 

③ 提供給食数の決定方法 

市が保証する提供対象者数に対し、児童生徒の転出入、教職員の異動及び学

校行事等の開催等の変動要因があるため、各月の前月の15日（４月は当月の６

日、また、15日（６日）が閉庁日の場合は、その前の開庁日）までに、市から

事業者にその月の予定給食数の指示を行う。 

予定給食数の通知後も、引き続き、上記の変動要因に加え、学校行事等の日

程変更及び学級閉鎖等により予定給食数に変更がある場合には、提供日の２稼

動日前（ただし、夏期休暇等をまたぐ場合は閉庁日を除く1日前）の午後４時ま

でに、市から事業者に当該提供日に実施する給食数（以下「実施給食数」とい

う。）の指示を行う。 

ウ 変動料金の算定基礎となる食数 

変動料金の算定基礎となる食数は、実施給食数とする。 

エ 事業者の職員用給食 

本事業の対象外であるが、事業者の職員用の給食については、最大100食までを

市に要請できるものとする。市は、要請食数に応じて給食費を徴収する。 

オ 本契約に記載されている金額は、以下の年間提供給食数を使用している。 

80万食 （平成22年度 ８月～３月分） 

130万食/年 （平成23年度～36年度） 
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＜ 施設整備費相当分 ＞ 

（単位：円） 

施設整備費相当分 

回 数 支払対象 
Ａ 施設の整備業務に
対するサービス購

入費 

 

Ａ’施設の整備業務
に関する消費税及

び地方消費税相当

額 

小 計 
(Ａ +Ａ’) 

Ｂ 施設の整備業
務に関する金利

支払額 

合 計 
(Ａ +Ａ’+Ｂ ) 

一時金 平成22年9月 336,214,286 16,810,714 353,025,000 － 353,025,000 

１回 平成22年9月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 7,703,589 68,797,359 

２回 平成23年3月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 22,218,331 83,312,101 

３回 平成23年9月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 21,570,051 82,663,821 

４回 平成24年3月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 20,799,692 81,893,462 

５回 平成24年9月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 20,029,333 81,123,103 

６回 平成25年3月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 19,153,733 80,247,503 

７回 平成25年9月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 18,488,615 79,582,385 

８回 平成26年3月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 17,621,435 78,715,205 

９回 平成26年9月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 16,947,897 78,041,667 

１０回 平成27年3月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 16,089,136 77,182,906 

１１回 平成27年9月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 15,407,179 76,500,949 

１２回 平成28年3月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 14,636,820 75,730,590 

１３回 平成28年9月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 13,866,461 74,960,231 

１４回 平成29年3月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 13,024,539 74,118,309 

１５回 平成29年9月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 12,325,743 73,419,513 

１６回 平成30年3月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 11,492,240 72,586,010 

１７回 平成30年9月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 10,785,025 71,878,795 

１８回 平成31年3月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 9,959,941 71,053,711 

１９回 平成31年9月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 9,244,307 70,338,077 

２０回 平成32年3月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 8,473,948 69,567,718 

２１回 平成32年9月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 7,703,589 68,797,359 

２２回 平成33年3月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 6,895,344 67,989,114 

２３回 平成33年9月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 6,162,871 67,256,641 

２４回 平成34年3月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 5,363,045 66,456,815 

２５回 平成34年9月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 4,622,153 65,715,923 

２６回 平成35年3月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 3,830,746 64,924,516 

２７回 平成35年9月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 3,081,435 64,175,205 

２８回 平成36年3月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 2,311,077 63,404,847 

２９回 平成36年9月 58,184,543 2,909,227 61,093,770 1,540,718 62,634,488 

３０回 平成37年3月 58,184,549 2,909,227 61,093,776 766,149 61,859,925 

合 計 － 2,081,750,582 104,087,524 2,185,838,106 342,115,142 2,527,953,248 

注：毎回の支払いで割り切れない端数は、最終回で調整するものとする。 
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＜ 施設維持管理費相当分 ＞ 

（単位：円） 

施設維持管理費相当分 

回 数 支払対象 
C 施設の維持管理業務に対す

るサービス購入費 

C’施設の維持管理業務に関する消費

税及び地方消費税相当額 

小 計 

(C +C’) 

１回 平成22年 9月 9,702,273 485,113 10,187,386 

２回 平成22年12月 9,702,273 485,113 10,187,386 

３回 平成23年 3月 9,702,274 485,113 10,187,387 

４回 平成23年 6月 9,702,273 485,113 10,187,386 

５回 平成23年 9月 9,702,273 485,113 10,187,386 

６回 平成23年12月 9,702,273 485,113 10,187,386 

７回 平成24年 3月 9,702,273 485,113 10,187,386 

８回 平成24年 6月 9,702,273 485,113 10,187,386 

９回 平成24年 9月 9,702,273 485,113 10,187,386 

１０回 平成24年12月 9,702,273 485,113 10,187,386 

１１回 平成25年 3月 9,702,273 485,113 10,187,386 

１２回 平成25年 6月 9,702,273 485,113 10,187,386 

１３回 平成25年 9月 9,702,273 485,113 10,187,386 

１４回 平成25年12月 9,702,273 485,113 10,187,386 

１５回 平成26年 3月 9,702,273 485,113 10,187,386 

１６回 平成26年 6月 9,702,273 485,113 10,187,386 

１７回 平成26年 9月 9,702,273 485,113 10,187,386 

１８回 平成26年12月 9,702,273 485,113 10,187,386 

１９回 平成27年 3月 9,702,277 485,113 10,187,390 

２０回 平成27年 6月 16,401,872 820,093 17,221,965 

２１回 平成27年 9月 16,401,872 820,093 17,221,965 

２２回 平成27年12月 16,401,872 820,093 17,221,965 

２３回 平成28年 3月 16,401,872 820,093 17,221,965 

２４回 平成28年 6月 16,401,872 820,093 17,221,965 

２５回 平成28年 9月 16,401,872 820,093 17,221,965 

２６回 平成28年12月 16,401,872 820,093 17,221,965 

２７回 平成29年 3月 16,401,872 820,093 17,221,965 

２８回 平成29年 6月 16,401,872 820,093 17,221,965 

２９回 平成29年 9月 16,401,872 820,093 17,221,965 

３０回 平成29年12月 16,401,872 820,093 17,221,965 
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施設維持管理費相当分 

回 数 支払対象 
C 施設の維持管理業務に対す

るサービス購入費 

C’施設の維持管理業務に関する消費

税及び地方消費税相当額 

小 計 

(C +C’) 

３１回 平成30年 3月 16,401,872 820,093 17,221,965 

３２回 平成30年 6月 16,401,872 820,093 17,221,965 

３３回 平成30年 9月 16,401,872 820,093 17,221,965 

３４回 平成30年12月 16,401,872 820,093 17,221,965 

３５回 平成31年 3月 16,401,872 820,093 17,221,965 

３６回 平成31年 6月 16,401,872 820,093 17,221,965 

３７回 平成31年 9月 16,401,872 820,093 17,221,965 

３８回 平成31年12月 16,401,872 820,093 17,221,965 

３９回 平成32年 3月 16,401,877 820,093 17,221,970 

４０回 平成32年 6月 13,101,915 655,095 13,757,010 

４１回 平成32年 9月 13,101,915 655,095 13,757,010 

４２回 平成32年12月 13,101,915 655,095 13,757,010 

４３回 平成32年 3月 13,101,915 655,095 13,757,010 

４４回 平成33年 6月 13,101,915 655,095 13,757,010 

４５回 平成33年 9月 13,101,915 655,095 13,757,010 

４６回 平成33年12月 13,101,915 655,095 13,757,010 

４７回 平成34年 3月 13,101,915 655,095 13,757,010 

４８回 平成34年 6月 13,101,915 655,095 13,757,010 

４９回 平成34年 9月 13,101,915 655,095 13,757,010 

５０回 平成34年12月 13,101,915 655,095 13,757,010 

５１回 平成35年 3月 13,101,915 655,095 13,757,010 

５２回 平成35年 6月 13,101,915 655,095 13,757,010 

５３回 平成35年 9月 13,101,915 655,095 13,757,010 

５４回 平成35年12月 13,101,915 655,095 13,757,010 

５５回 平成36年 3月 13,101,915 655,095 13,757,010 

５６回 平成36年 6月 13,101,915 655,095 13,757,010 

５７回 平成36年 9月 13,101,915 655,095 13,757,010 

５８回 平成36年12月 13,101,915 655,095 13,757,010 

５９回 平成37年 3月 13,101,925 655,096 13,757,021 

合 計 － 774,418,947 38,720,908 813,139,855 

注：毎回の支払いで割り切れない端数は、最終回で調整するものとする。 
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＜ 施設運営費相当分（固定料金分） ＞ 

（単位：円） 

施設運営費相当分（固定料金分） 

回 数 支払対象 
C 施設の運営業務に対するサー

ビス購入費の固定料金分 

C’施設の運営業務に関する消費税及び

地方消費税相当額（固定料金分） 

小 計 

(C +C’) 

１回 平成22年 9月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

２回 平成22年12月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

３回 平成23年 3月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

４回 平成23年 6月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

５回 平成23年 9月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

６回 平成23年12月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

７回 平成24年 3月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

８回 平成24年 6月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

９回 平成24年 9月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

１０回 平成24年12月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

１１回 平成25年 3月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

１２回 平成25年 6月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

１３回 平成25年 9月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

１４回 平成25年12月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

１５回 平成26年 3月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

１６回 平成26年 6月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

１７回 平成26年 9月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

１８回 平成26年12月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

１９回 平成27年 3月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

２０回 平成27年 6月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

２１回 平成27年 9月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

２２回 平成27年12月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

２３回 平成28年 3月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

２４回 平成28年 6月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

２５回 平成28年 9月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

２６回 平成28年12月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

２７回 平成29年 3月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

２８回 平成29年 6月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

２９回 平成29年 9月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

３０回 平成29年12月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  



 （６９） 

施設運営費相当分（固定料金分） 

回 数 支払対象 
C 施設の運営業務に対するサー

ビス購入費の固定料金分 

C’施設の運営業務に関する消費税及び

地方消費税相当額（固定料金分） 

小 計 

(C +C’) 

３１回 平成30年 3月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

３２回 平成30年 6月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

３３回 平成30年 9月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

３４回 平成30年12月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

３５回 平成31年 3月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

３６回 平成31年 6月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

３７回 平成31年 9月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

３８回 平成31年12月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

３９回 平成32年 3月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

４０回 平成32年 6月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

４１回 平成32年 9月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

４２回 平成32年12月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

４３回 平成32年 3月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

４４回 平成33年 6月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

４５回 平成33年 9月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

４６回 平成33年12月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

４７回 平成34年 3月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

４８回 平成34年 6月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

４９回 平成34年 9月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

５０回 平成34年12月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

５１回 平成35年 3月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

５２回 平成35年 6月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

５３回 平成35年 9月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

５４回 平成35年12月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

５５回 平成36年 3月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

５６回 平成36年 6月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

５７回 平成36年 9月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

５８回 平成36年12月 46,005,198  2,300,259  48,305,457  

５９回 平成37年 3月 46,005,227  2,300,261  48,305,488  

合 計 － 2,714,306,711  135,715,283  2,850,021,994  

注：毎回の支払いで割り切れない端数は、最終回で調整するものとする。 

 



 （７０） 

＜ 施設運営費相当分（変動料金分） ＞ 

（単位：円） 

施設運営費相当分（変動料金分） 

回 数 支払対象 
C 施設の運営業務に対するサー

ビス購入費の変動料金分 

C’施設の運営業務に関する消費税及び

地方消費税相当額（変動料金分） 

小 計 

(C +C’) 

１回 平成22年 9月 11,788,913  589,445  12,378,358  

２回 平成22年12月 11,788,913  589,445  12,378,358  

３回 平成23年 3月 11,788,913  589,445  12,378,358  

４回 平成23年 6月 14,367,738  718,386  15,086,124  

５回 平成23年 9月 14,367,738  718,386  15,086,124  

６回 平成23年12月 14,367,738  718,386  15,086,124  

７回 平成24年 3月 14,367,738  718,386  15,086,124  

８回 平成24年 6月 14,367,738  718,386  15,086,124  

９回 平成24年 9月 14,367,738  718,386  15,086,124  

１０回 平成24年12月 14,367,738  718,386  15,086,124  

１１回 平成25年 3月 14,367,738  718,386  15,086,124  

１２回 平成25年 6月 14,367,738  718,386  15,086,124  

１３回 平成25年 9月 14,367,738  718,386  15,086,124  

１４回 平成25年12月 14,367,738  718,386  15,086,124  

１５回 平成26年 3月 14,367,738  718,386  15,086,124  

１６回 平成26年 6月 14,367,738  718,386  15,086,124  

１７回 平成26年 9月 14,367,738  718,386  15,086,124  

１８回 平成26年12月 14,367,738  718,386  15,086,124  

１９回 平成27年 3月 14,367,738  718,386  15,086,124  

２０回 平成27年 6月 14,367,738  718,386  15,086,124  

２１回 平成27年 9月 14,367,738  718,386  15,086,124  

２２回 平成27年12月 14,367,738  718,386  15,086,124  

２３回 平成28年 3月 14,367,738  718,386  15,086,124  

２４回 平成28年 6月 14,367,738  718,386  15,086,124  

２５回 平成28年 9月 14,367,738  718,386  15,086,124  

２６回 平成28年12月 14,367,738  718,386  15,086,124  

２７回 平成29年 3月 14,367,738  718,386  15,086,124  

２８回 平成29年 6月 14,367,738  718,386  15,086,124  

２９回 平成29年 9月 14,367,738  718,386  15,086,124  

３０回 平成29年12月 14,367,738  718,386  15,086,124  



 （７１） 

施設運営費相当分（変動料金分） 

回 数 支払対象 
C 施設の運営業務に対するサー

ビス購入費の変動料金分 

C’施設の運営業務に関する消費税及び

地方消費税相当額（変動料金分） 

小 計 

(C +C’) 

３１回 平成30年 3月 14,367,738  718,386  15,086,124  

３２回 平成30年 6月 14,367,738  718,386  15,086,124  

３３回 平成30年 9月 14,367,738  718,386  15,086,124  

３４回 平成30年12月 14,367,738  718,386  15,086,124  

３５回 平成31年 3月 14,367,738  718,386  15,086,124  

３６回 平成31年 6月 14,367,738  718,386  15,086,124  

３７回 平成31年 9月 14,367,738  718,386  15,086,124  

３８回 平成31年12月 14,367,738  718,386  15,086,124  

３９回 平成32年 3月 14,367,738  718,386  15,086,124  

４０回 平成32年 6月 14,367,738  718,386  15,086,124  

４１回 平成32年 9月 14,367,738  718,386  15,086,124  

４２回 平成32年12月 14,367,738  718,386  15,086,124  

４３回 平成32年 3月 14,367,738  718,386  15,086,124  

４４回 平成33年 6月 14,367,738  718,386  15,086,124  

４５回 平成33年 9月 14,367,738  718,386  15,086,124  

４６回 平成33年12月 14,367,738  718,386  15,086,124  

４７回 平成34年 3月 14,367,738  718,386  15,086,124  

４８回 平成34年 6月 14,367,738  718,386  15,086,124  

４９回 平成34年 9月 14,367,738  718,386  15,086,124  

５０回 平成34年12月 14,367,738  718,386  15,086,124  

５１回 平成35年 3月 14,367,738  718,386  15,086,124  

５２回 平成35年 6月 14,367,738  718,386  15,086,124  

５３回 平成35年 9月 14,367,738  718,386  15,086,124  

５４回 平成35年12月 14,367,738  718,386  15,086,124  

５５回 平成36年 3月 14,367,738  718,386  15,086,124  

５６回 平成36年 6月 14,367,738  718,386  15,086,124  

５７回 平成36年 9月 14,367,738  718,386  15,086,124  

５８回 平成36年12月 14,367,738  718,386  15,086,124  

５９回 平成37年 3月 14,367,751  718,387  15,086,138  

合 計 － 839,960,080  41,997,952  881,958,032  

注：毎回の支払いで割り切れない端数は、最終回で調整するものとする。 

 


